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今後の推進活動について
　推進組織では、引き続き、幅広い業種の事業
者に自主宣言していただき、その後、宣言に基
づき取組を実施し、フォローアップとして結果
を公表いただくように呼び掛けています。
　また、今後、推進組織では、「消費者志向自主
宣言・フォローアップ活動」参加企業を対象とし
た、優良事例の公表や表彰の実施などを検討し
ていく予定です。

図表2	 消費者志向経営推進組織（プラットフォーム）について

図表3	 消費者志向自主宣言・フォローアップ活動について
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とくしま消費者志向経営推進組織の構成

　事業者団体		  徳島経済同友会、徳島県経営者協会、徳島県商工会議所連合会
			   徳島県商工会連合会、徳島県中小企業団体中央会
　消費者団体等	 徳島県消費者協会、とくしま産業振興機構、徳島経済研究所
　行政機関		  徳島県

２．�徳島県の消費者志向経営の推進に向けた取り組み

徳島県危機管理部消費者くらし安全局

　徳島県では、平成 29 年 10 月に事業者団体、
消費者団体、行政機関等からなる、地方初の「と
くしま消費者志向経営推進組織」を設け、消費者
庁とともに消費者志向経営を推進しています。

　とくしま消費者志向経営推進組織では、現在
「消費者志向自主宣言」を県内事業者に呼び掛
けるなど、消費者志向経営に関する周知活動
を行っており、今後さらに、フォーラム・セミ
ナー・情報交換会等を実施していく予定です。

とくしま消費者志向経営推進組織設立（平成 29 年 10 月 13 日）
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徳島県内の消費者志向経営自主宣言事業者（五十音順）　　平成 30 年 1 月 29 日現在

	 株式会社旭木工				    東光株式会社
	 株式会社阿波銀行				    株式会社ときわ
	 株式会社あわわ				    協業組合徳島印刷センター
	 株式会社エフエム徳島			   株式会社徳島銀行
	 株式会社キョーエイ				    生活協同組合とくしま生協
	 株式会社グルメサービス			   株式会社広沢自動車学校
	 社会福祉法人健祥会				    富士ファニチア株式会社
	 株式会社セイコーハウジング		  株式会社丸本
	 株式会社寺内製作所				    株式会社山のせ

消費者志向経営自主宣言（平成 30 年１月 29 日、県庁で公表）
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3-1．消費者から見た消費者志向経営
　消費者志向経営については、消費者基本法に
もとづく消費者政策の推進に関する基本的な計
画を定めた「消費者基本計画」において、「優良な
事業者に対する表彰等消費者志向経営を促進す
る方策、消費者の生活を豊かにする消費経済の
実現に向けた方策について検討する。」と記述さ
れている。
　「消費者志向経営」は一般の消費者にとっては
まだ聞き慣れない言葉であるが、消費者庁によ
ると、消費者志向経営は、
　事業者が、
　・消費者全体の視点に立ち、消費者の権利の
　　確保及び利益の向上を図ることを経営の中
　　心と位置付ける。
　・健全な市場の担い手として、消費者の安全
　　や取引の公正性の確保、消費者に必要な情
　　報の提供等を通じ、消費者の信頼を獲得す
　　る。
　・持続可能で望ましい社会の構築に向けて、
　　自らの社会的責任を自覚して事業活動を行
　　う。
と、定義されている。
　そして、事業者に求められる行動は、事業者
内部の取り組みと消費者に対する具体的行動の
2 つに分けて、その概念が以下のように示され
ている。
　①事業者の組織体制の整備・充実
　　　経営トップのコミットメント
　　　コーポレートガバナンスの確保
　　　従業員の積極的活動（企業風土や従業員
　　　の意識の醸成）
　　　事業実施部門と消費者 ･ 顧客対応部門等
　　　の間で有機的連携
　②事業者の消費者に対する具体的行動
　　　消費者への情報提供の充実・双方向の情
　　　報交換

　　　消費者・社会の要望を踏まえた商品・サー
　　　ビスの改善・開発

　ところで、一般の消費者にとってこれを理解
するのはなかなか難しい。これらは、イメージ
的にはなんとなくつかめるものの、表現が抽象
的で分かりにくい。しかも事業者側からの視点
が中心になっているため、一般消費者からする
と、事業者内部におけるお客様対応組織の設置
やお客様対応窓口の改善、品質管理の徹底、製
品・商品の改善などの取り組みのことだろうと
しかイメージされないかもしれない。
　事業者の行動を消費者側からの視点で、消費
者ニーズから見ていくと、消費者志向経営への
期待はこうした抽象的なことだけでなく、より
具体的なイメージで事業者を見ているのではな
いだろうか。そこで、一般消費者が事業者に対
して消費者志向経営に取り組んでいると感じる
具体的な取り組みの中から共通するキーワード
を選び出して、これをもとに消費者志向経営と
は何かを消費者側からの視点でより具体的な取
り組みとしてとらえ直してみた。

　一般消費者が消費者志向経営に取り組んでい
ると感じる事業者の具体的な取り組みの中から
おおまかに共通するキーワードを選び出すと主
として次の 6 つの項目が得られた。
　①安全・安心
　②製品・商品表示
　③環境対策（地球温暖化防止、省エネルギー、
　　廃棄物削減など）
　④エシカル消費
　⑤地域貢献活動、社会貢献活動
　⑥消費者対応窓口（お客様相談窓口）

３．�消費者から見た消費者志向経営
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3-2．消費者志向経営の具体的な取り組み
（1）安全・安心に関して
　一般消費者から見ると、製品・商品の品質保
証、品質検査、トレーサビリティ、安全衛生管
理、リスクコミュニケーションなどが高いレベ
ルに保たれていることが消費者志向経営である
と考えられている。

①製品・商品や原材料の安全・安心に取り組ん
でいる（品質保証、品質検査、トレーサビリ
ティなど）

　製品・商品や原材料に対して科学的な視点か
ら安全・安心に関する分析や検査がなされてい
る。微生物検査、残留農薬検査、放射性物質検
査、アレルギー物質検査などの各種分析・検査
が実施され安全性が確認されている。　
　トレーサビリティが導入されている。トレー
サビリティ（traceability）とは、製品・商品や
原材料の生産、加工、流通などの各段階で、出
所や製造元、販売先などの記録を記帳・保管し、
その情報を追跡できるようにすることである。
食品を例に説明すると、各事業者が食品を取り
扱った時の原材料の入荷、生産、加工、出荷に
関する記録を作成・保存しておくことである。
これは、食品に関する事件・事故が生じた際に、
食品の移動ルートをその記録をもとに遡及・追
跡して、原因究明や商品回収等を円滑に行える
ようにするための仕組みである。消費者の健康
被害の拡大防止や、事業者の経済的損害を小さ
くして社会的信用の失墜を招かないようにする
ためには、今やトレーサビリティの確保は取り
組んで当然のものとされている。

②安全衛生管理に取り組んでいる
　原材料の調達から生産、保管、出荷に至る工
程において、安全性を向上させる措置と品質管
理が徹底されている。例えば食品の生産では、
厳格な規格を設けて、農薬等の管理状況を確認
し、安全・安心な原料が調達されている。食品
安全衛生管理基準がきちんと定められている。

機械の整備方法、清掃、洗浄などの衛生管理が
行きとどいている。異物混入防止には X 線検出
機などが用いられている。巡回監査や専門業者
による査察が行われている。商品ごとに保管温
度、流通温度を定め、商品の特性に合わせた環
境での保管・配送がなされている。
　こうした安全衛生管理を保証するために、
HACCP の 導 入、 食 品 安 全 マ ネ ジ メ ン ト シ
ス テ ム「FSSC22000」の 取 得、 国 際 規 格 ISO/
IEC17025 の認定を取得するなど、第三者認証機
関から認証を受けていることが消費者志向経営
であると考えられている。

③リスクコミュニケーションに取り組んでいる
　リスクコミュニケーションとは、消費者、事
業者、行政担当者などの関係者の間で情報や意
見をお互いに交換しようというものである。安
全などの事業活動にかかわるリスクは少ないこ
とが望ましいが、リスクをゼロにすることはで
きない。このため、上手にリスクとつきあって
いくことが重要になり、そのためには事業者が
地域の行政や住民と情報を共有し、リスクに関
するコミュニケーションを行うことが必要とな
る。
　地域との信頼関係を築くには、事業者がきち
んとした体制を整備して「情報公開の機会」と

「地域の人の声を聴く機会」をつくり、日常的
な取り組みを地道に続けていくことが肝心であ
る。リスクコミュニケーションとしてよく実施
されている方法としては例えば以下のようなも
のがある。
・消費者参加型イベントの開催
・消費者見学会、消費者説明会の開催
・消費者からの相談・苦情などを受付ける窓口
　等の設置

（2）製品・商品表示に関して
　製品・商品を購入する際に消費者はその製品・
商品の表示を見て選択している場合が多い。法
令や制度にもとづく表示ルールを順守している
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ことはもちろんのこと、これ以外にも消費者に
向けてアピールしている表示、特定の機能に特
化した製品・商品などであることを示す表示が
なされていることが一般消費者から見ると消費
者志向経営であると考えられている。

①法令や制度にもとづく表示ルールを順守して
いる

　景品表示法、家庭用品品質表示法、食品表示
法などの製品・商品に関する法令や制度にもと
づく表示ルールが順守されていることは当然で
ある。

②法令や制度にもとづく表示に加えて表示によ
り消費者に向けてアピールしている

　例えば食品の表示では、食品表示法で表示が
義務づけられている情報はもちろんのこと、消
費者の関心が高い安全に関する情報や安心し
て食べるための注意事項等を製品・商品に記載
するよう努めている。アレルギー表示に関して
は、重篤度・症例数の多さから法令で表示が義
務づけられている特定原材料品目に加え、過去
に一定の頻度で健康被害が見られるものとして
表示が推奨されている品目については含有の有
無などを記載し、アレルギーのある人にも安心
して食べられるよう配慮している。こだわりの
ある消費者が商品を選択する際にその商品の生
産場所や原料原産地や調理の便利さなど、消費
者ニーズの高い情報を分かりやすく図や絵、二
次元バーコードなどを用いて表示している。調
理上の注意点などを分かりやすく図や絵などを
用いて表示している。セールストークやアイ
キャッチコピーに消費者が誤認してしまうよう
な表現はないかについて常に確認している。

③特定の機能に特化した製品・商品などである
ことを示す表示をしている

　消費者の日々の栄養及び食生活の管理によ
る健康の増進に寄与することを目的としている

「栄養成分表示」を活用している。「特定保健用食

品」、「栄養機能食品」及び「機能性表示食品」に関
する制度の活用を図っている。

(3) 環境対策（地球温暖化防止、省エネルギー、
廃棄物削減など）に関して
　地球が直面している様々な環境問題である気
候変動や資源の枯渇、大気や水の汚染等々の一
部は、エネルギー使用や経済活動が負荷要因と
なって進展している。経済活動の根底にある生
産と消費を持続的なものにしていくために、環
境に対する企業の責任が消費者から求められて
いる。一般消費者から見ると様々な環境対策を
実施していることが消費者志向経営であると考
えられている。

①環境対策に取り組んでいる
　水使用量の削減、原材料の削減、化学物質使用
量の削減、生産歩留まりの向上など、資源・エネ
ルギーの効率的な利用、循環的な利用がなされ
ている。廃棄物の適正処理、分別排出、使い切
り等による廃棄物排出量の削減など、リデュー
ス、リユース、リサイクルがなされている。二
酸化炭素排出量の削減がなされている。太陽光
発電などの自然エネルギー発電による電力を利
用している。
　環境負荷データの把握と「廃棄物等総排出量」

「総エネルギー投入量又はエネルギー効率」「温
室効果ガス排出量」などの削減目標が設定され
ている。環境会計を取り入れている。環境会計
とは、企業等が、持続可能な発展を目指して、
社会との良好な関係を保ちつつ、環境保全への
取り組みを効率的かつ効果的に推進していくこ
とを目的として、事業活動における環境保全の
ためのコストとその活動により得られる効果を
認識し、可能な限り定量的（貨幣単位又は物量単
位）に測定し伝達する仕組みである。

②第三者機関の認証を受けて環境に関する情報
を開示している

　ISO14001 等の第三者が認証する環境マネジ
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メントシステムを導入している。環境に関する
情報開示等がなされている。

③グリーン購入、環境ビジネスの育成など、周
りの環境対策活動を応援している

　グリーン購入、グリーン調達を実施している。
グリーン購入・調達とは、製品やサービスを購
入・調達する際に、環境を考慮して、必要性を
よく考え、環境への負荷ができるだけ少ないも
のを選んで購入することである。グリーン購入・
調達は、消費生活を環境にやさしいものにする
だけでなく、供給側の企業に環境負荷の少ない
製品の開発を促すことで、経済活動全体を変え
ていく可能性を持っている。
　環境ビジネスを育成している。自然環境の汚
染防止、資源の有効利用、新エネルギーの開発、
廃棄物の再利用などに役立つ製品・商品やサー
ビスを提供する事業を育成している。

（4）エシカル消費に関して
　エシカル消費とは、倫理的消費、道徳的消費な
どとも呼ばれ、社会的課題への対応や解決を前
提とした消費行動のことで、製品・商品やサー
ビスの選択を通じて、環境問題や社会問題の積
極的解決に寄与しようとする消費者の購買行動
を指している。
　消費者側からみると、消費者のエシカル消費
志向に対応している、エシカル消費を促す製品
の生産や商品・サービスを提供していることが
消費者志向経営であると考えられている。
　消費者がエシカル消費を意識し始める中で、
企業としてエシカルな事業を継続して行うこと
は今後とても大切なことである。

「エシカル消費の例」
　・人に配慮した消費
　　例えば障がい者の作った製品の購入
　・社会に配慮した消費
　　例えばフェアトレード商品の購入、寄付付
　　き商品の購入
　・環境に配慮した消費

　　例えばエコ商品、リサイクル商品、資源保
　　護等の認証商品、廃棄物削減効果（食品ロス
　　の削減など）の高い製品、オーガニック製品
　　の購入
　・地域に配慮した消費
　　例えば地産地消の地元産品の購入、持続可
　　能な農林漁業に寄与する製品の購入
　・被災地の産品の購入（被災地支援）

（5）地域貢献活動、社会貢献活動に関して
　企業も地域の一市民として、社会的弱者への
配慮、青少年の育成、環境保全、まちづくり、
地域防災対策などに責任を持ち、地域貢献活動、
社会貢献活動を行っているかを一般消費者は見
ている。

①社会的弱者へ配慮している
　障がい者や高齢者など、何らかの原因によっ
て日常生活または社会生活に影響の出るような
制限を受けている、ハンディキャップを持った
いわゆる社会的弱者に対して、企業が社会の一
員として責任を持ってサポートしているかを消
費者は見ている。
　例えば、障がい者などの制約のある人々を雇
用している。社会復帰を支援する組織を構築し
ている。高齢者等を対象に買い物支援や外出の
支援を行っている。一人暮らしの高齢者等の見
守り活動をしている。居場所として建物、事務
所を開放している。障がい者や高齢者の安心・
安全で便利な暮らしにつながる福祉機器を提供
している。食料品等を要支援者へ配布している。

②青少年を育成している
　次代を担うこどもたち、青少年を健全に育成
していくことは、社会の将来の発展にとって不
可欠の礎である。企業も社会の一員としてその
責任を持つことを消費者は期待している。
　例えば、学校教育と連携して工場や施設の見
学、職場見学などを実施している。インターン
シップを行っている。食育出前授業などの食に
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関する教育活動を行っている。生物多様性、地
球温暖化問題などの環境教育を行っている。お
金の大切さや金融の役割を学んでもらう出張教
室を行っている。

③環境保全に取り組んでいる
　企業に対して地球市民としての地球環境の保
全への取り組みを行っているかを消費者は見て
いる。
　例えば、森林保全活動（間伐、植林、下草刈り
等）を行っている。ビオトープの設置や緑化活動
を行っている。動植物における在来種の保護、
絶滅危惧種の保護、生物多様性、生態系の維持
などの自然環境保護活動を行っている。

④まちづくりに貢献している
　企業も地域の構成員だとの認識で、地域との
連携、地域が抱える社会問題への協力などを消
費者は見ている。
・地域との連携の例
　例えば、社会的共同生活等が困難な地区にお
ける共同作業（集落道の草刈りや枝の伐採、水路
の清掃等）への支援、お祭りなどの伝統行事への
支援など、様々な集落支援を行っている。
・地域が抱える社会問題への協力の例
　例えば、認知症の人が安心して暮らし続ける
ことができる、認知症を地域で支える地域づく
りへ協力している。地域住民の異変、道路の異
常、不法投棄などに気付いた場合に行政にその
情報を通報するなどのまちづくり協定を地域と
締結している。

⑤地域防災対策に取り組んでいる
　災害時の対応について、企業内部の自主的な
対応に留まらず、社屋を一時的な避難所に提供
することや緊急用に自社製品（飲料水・食料・衣
料等）を提供するといった対応を企業に担って
もらいたいという期待が消費者側にある。地域
防災力を確保する上で企業にも重要な役割を果
たしてもらいたいと考えている。

「企業の地域防災対策の例」
　・地域防災対策会議の設置や地区防災訓練の
　　実施
　・社屋を津波や火災発生時の一時的な避難所
　　に提供
　・社屋、社有地を負傷者の救護所に提供、自
　　社救護所へ近隣負傷者の受け入れ
　・駐車場や広場を避難車両の一時的な駐車場
　　に提供
　・備蓄飲食料品等の近隣住民への無償配布
　・救助救護用品の近隣住民への貸し出し
　・自社製品・商品（飲料水・食料・衣料等）の
　　緊急提供
　・応急復旧用重機と従事者の派遣
　・電気、ガス、水、燃料、通信手段等の提供
　・社員の災害ボランティア派遣
　・義捐金の拠出 
　・災害時の事業継続（震災後も事業を継続す
　　ることが、地域社会の安定、雇用の確保、　
　　早期復興につながる）

（6）消費者対応窓口（お客様相談窓口）に関して
　製品、商品、サービスに問題があった際に事
業者に連絡できること、苦情や要望を受け付け
てもらえる窓口があることは、消費者志向経営
の必須の条件である。消費者対応窓口があり必
要な情報が的確に提供されること、被害が生じ
た場合には適切かつ迅速に救済されることが消
費者との信頼関係を醸成することになる。
　消費者にとっては、消費者からの意見・要望等
を事業関連部門等に適切に反映することによっ
て、顧客・消費者ニーズに適合した製品・商品
やサービスの開発・改善が進展し、有用性、利
便性の高い新たな製品・商品やサービスの提供
を受ける可能性が高まる。
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　一般消費者が消費者志向経営に取り組んでいると感じる事業者の具体的な取り組みの中からおおま
かに共通するキーワードを選び出すと主として次の６つの項目が得られた。①安全・安心、②製品・商
品表示、③環境対策（地球温暖化防止、省エネルギー、廃棄物削減など）、④エシカル消費、⑤地域貢
献活動・社会貢献活動、⑥消費者対応窓口（お客様相談窓口）である。
　2016 年度に徳島県危機管理部県民くらし安全局と徳島経済研究所はこれらのキーワードに沿って県
内で展開されている先進的な消費者志向経営の取り組みを調査した。以下はその結果を取りまとめた
報告書「徳島県における消費者志向経営、消費者教育、消費者行政についての取組事例集」から消費者
志向経営の事例のみを抜粋したものである。

４．�徳島県内の消費者志向経営の取り組み事例

図表4	 事業者が積極的に取り組んでいると消費者が思っているもの

注：消費者庁「消費者意識基本調査（2014 年度）」の結果より作成した
　　「問 14 事業者（企業）の消費者に対する以下の取組のうち、一般的にみて、事業者が積極的に取り組んでいると、あなたが思うものはどれですか。
　　当てはまるもの全てをお選びください。」の回答。

（複数回答）

安 全 性 の 高 い 商 品 ・ サ ー ビ ス の 提 供

商 品 ・ サ ー ビス につ いて の説 明や 表示

修 理 な ど ア フ タ ー サ ー ビ ス の 実 施

環 境 に 配 慮 した 商品 ・サ ービ スの 提供

誰にでも使いやすい商品・サービスの提供

商品・サービスによる事故やトラブル発生時の
対応

ク レ ー ム や 要 望 へ の 対 応

リ コ ー ル や 事 故 の 情 報 の 開 示

消費者とのコミュニケーションの充実(ウェブ
サイトやＳＮＳ、モニター制度等)

法 令 や 条 例 を 守 っ た 上 で の 企 業 経 営

クレームや要望の活用（情報を活かした商品・
サービスの提供、改良）

外 国 人 へ の 配 慮 （ 外 国 語 対 応 な ど ）

そ の 他

65.5 

42.6 

42.6 

41.5 

40.9 

27.4 

25.5 

23.9 

11.8 

11.3 

10.9 

7.6 

0.4 

0 10 20 30 40 50 60 70（％）



872018
Spring

企業の概要
　大c製薬は、"Otsuka-people creating new products for 
better health worldwide"の企業理念のもと、革新的で創造
性に富んだ医薬品や機能性飲料・食品等の幅広い製品を
通じて、世界の人々の健康への貢献に取り組んでいます。今で
も、情報があふれ便利な都会ではなく、四国徳島の地でじっくり
と創造性を育み、多様性も変革もこの地からグローバルに発信
しています。徳島県内には徳島本部をはじめ、徳島研究所、徳
島工場、徳島第二工場、徳島ワジキ工場、徳島板野工場等、
多数の事業所があります。
　大c製薬は、「世界の患者さんへ新しい治療薬を提供する
医療関連事業」と「健康な人をより健康にする製品を提供する
ニュートラシューティカルズ関連事業」の両輪で、革新的で創
造性に富んだ製品の研究開発、生産、販売を行っています。

健康に貢献する製品の
研究開発と展開
　ニュートラシューティカルズ関連事業分野は、健康に貢献す
る科学的根拠を持つ製品の研究開発、製品づくり、適正情報

大s製薬株式会社

の提供、啓発活動に取り組んでいます。この中で、特定保健用
食品、栄養機能食品、そして2015年に新設された機能性表
示食品などの制度を活用し、製品情報をわかりやすく生活者に
お伝えできるよう心がけています。また、これらで得られた知見や
ノウハウを活かし、地域社会と連携して各県の課題解決に取り
組んでいます。2017年2月末時点で、38都道府県と健康づくり
等に関する包括的連携協定を締結し、協働で取組みを進めて
います。
　また、女性活躍、健康寿命の延伸、少子高齢化、医療費高
騰などの社会課題を背景に重要視される「女性の健康」分野。
本分野に貢献する製品に関して長年の研究開発で得られた
知見をもとに女性の体に起こっている変化と不調、その解決策
についての正しい知識を広めるための啓発活動を全国自治体
や企業で展開しています。
　また、当社の健康に貢献する製品開発や啓発活動で得ら
れた知識をもとに制作したウェブサイト「健康と病気」「栄養」
などを通じて、病気や健康に関する情報をわかりやすく発信し
ています。
　さらに、大cグループでは、子どもたちの健康を願い、身体
のしくみや健康について関心と理解を深めるため、1989年より
「OTSUKAまんがヘルシー文庫」を毎年発刊。これまでに合
計26巻・259編を全国の小学校や特別支援学校などに寄贈し
ており、子どもたちの読み物や、自主学習の教材として使用され
ています。

安全・安心への取り組み
『品質・安全性管理体制』
　厳格な品質管理体制を構築し、製品の品質・安全を追求し
ています。大c製薬では、国内におけるすべての生産拠点、研
究部門、オフィスにおいてISO14001認証を取得しているほか、

法令や行政・業界基準に準拠(医薬品医療機器等法、食品
衛生法など)するとともに、ISO22000(食品安全)の認証取得
を進めています。「トレーサビリティシステム」を導入しており、徹
底した品質管理を実施しています。

『お客さまの声を聞く体制』
　医療用医薬品のお問合わせは「医薬情報センター」、一般
用医薬品や医薬部外品、化粧品については、「信頼性推進
室 お客様相談窓口」、機能性飲料・機能性食品等について
は「お客様相談室」で受け付けています。また、お客様相談室
のウェブサイトも開設しており、当社の機能性食品・飲料等の
アレルギー関連情報などを掲載しています。
　業務時間外や休日でも緊急性を伴うお問い合わせに対応
できるよう、「テレホンサービスセンター」を設置し、お客さまから
のお問合わせやご相談、ご意見に、24時間対応する体制を
整えています。
　これら窓口に寄せられたお声は、製品の研究開発、製品設
計などに役立てられ、生活者の方 に々安心してご利用いただけ
る製品をご提供できる様、日々 努めています。

製品の表示・包装・
情報フィードバック
　大c製薬では、医薬品について、患者の飲み間違いや薬
剤師の取り違えを防ぐ取り組みを行っています。さらに、医師が
患者の服薬状況を把握し、より適切な治療法を提案できるよう
取り組みを進めています。
　例えば、胃炎・胃潰瘍治療剤「ムコスタ」では、いろいろなお
薬を飲まれている患者さまの飲み間違いを防ぐとともに、調剤
監査をより正確で効率的に行えるように、錠剤への両面印刷
を行っています。また、薬剤師の方々が調剤する際に、薬剤の
取り違えが起こらないように、PTPシートの両面に薬効分類名
「胃炎・胃潰瘍治療剤」を表示、裏面に調剤包装単位の新
バーコードを表示しています。
　さらに、ニュートラシューティカルズ関連事業製品では、瓶の
キャップをあける際の指をかけるリング部に指にやさしい樹脂製
を取り入れたり、パウチ入りのゼリーの角をなくし手になじむ設計
を取り入れるなどしています。
　今後も大c製薬は、日々寄せられる様々なお声を製品開発、
製品設計など（製品剤型、使用方法、包装、表示、情報提供
の方法など）に活かしながら、生活者の方々に、より安心してご
利用いただける製品をご提供できる様、消費者視点によるもの
づくりに努めてまいります。

本社所在地 〒101-8535 東京都千代田区神田
 司町2-9 
設立年月日 1964年8月10日 
代表取締役社長 樋口 達夫 
資本金 200億円 
従業員数 5,627名（2016年12月31日現在）
売上高 5,586億円（2015年度）
事業内容 医薬品・臨床検査・医療機器・食料品・
 化粧品の製造、製造販売、販売、輸出
 ならびに輸入 
事業所 本社、支店：15／出張所：53
 2016年11月1日現在）、
 研究部門： 5カ所（12部門）、工場： 7カ所

徳島ワジキ工場

徳島ワジキ工場
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企業の概要
　大c製薬は、"Otsuka-people creating new products for 
better health worldwide"の企業理念のもと、革新的で創造
性に富んだ医薬品や機能性飲料・食品等の幅広い製品を
通じて、世界の人々の健康への貢献に取り組んでいます。今で
も、情報があふれ便利な都会ではなく、四国徳島の地でじっくり
と創造性を育み、多様性も変革もこの地からグローバルに発信
しています。徳島県内には徳島本部をはじめ、徳島研究所、徳
島工場、徳島第二工場、徳島ワジキ工場、徳島板野工場等、
多数の事業所があります。
　大c製薬は、「世界の患者さんへ新しい治療薬を提供する
医療関連事業」と「健康な人をより健康にする製品を提供する
ニュートラシューティカルズ関連事業」の両輪で、革新的で創
造性に富んだ製品の研究開発、生産、販売を行っています。

健康に貢献する製品の
研究開発と展開
　ニュートラシューティカルズ関連事業分野は、健康に貢献す
る科学的根拠を持つ製品の研究開発、製品づくり、適正情報

大s製薬株式会社

の提供、啓発活動に取り組んでいます。この中で、特定保健用
食品、栄養機能食品、そして2015年に新設された機能性表
示食品などの制度を活用し、製品情報をわかりやすく生活者に
お伝えできるよう心がけています。また、これらで得られた知見や
ノウハウを活かし、地域社会と連携して各県の課題解決に取り
組んでいます。2017年2月末時点で、38都道府県と健康づくり
等に関する包括的連携協定を締結し、協働で取組みを進めて
います。
　また、女性活躍、健康寿命の延伸、少子高齢化、医療費高
騰などの社会課題を背景に重要視される「女性の健康」分野。
本分野に貢献する製品に関して長年の研究開発で得られた
知見をもとに女性の体に起こっている変化と不調、その解決策
についての正しい知識を広めるための啓発活動を全国自治体
や企業で展開しています。
　また、当社の健康に貢献する製品開発や啓発活動で得ら
れた知識をもとに制作したウェブサイト「健康と病気」「栄養」
などを通じて、病気や健康に関する情報をわかりやすく発信し
ています。
　さらに、大cグループでは、子どもたちの健康を願い、身体
のしくみや健康について関心と理解を深めるため、1989年より
「OTSUKAまんがヘルシー文庫」を毎年発刊。これまでに合
計26巻・259編を全国の小学校や特別支援学校などに寄贈し
ており、子どもたちの読み物や、自主学習の教材として使用され
ています。

安全・安心への取り組み
『品質・安全性管理体制』
　厳格な品質管理体制を構築し、製品の品質・安全を追求し
ています。大c製薬では、国内におけるすべての生産拠点、研
究部門、オフィスにおいてISO14001認証を取得しているほか、

法令や行政・業界基準に準拠(医薬品医療機器等法、食品
衛生法など)するとともに、ISO22000(食品安全)の認証取得
を進めています。「トレーサビリティシステム」を導入しており、徹
底した品質管理を実施しています。

『お客さまの声を聞く体制』
　医療用医薬品のお問合わせは「医薬情報センター」、一般
用医薬品や医薬部外品、化粧品については、「信頼性推進
室 お客様相談窓口」、機能性飲料・機能性食品等について
は「お客様相談室」で受け付けています。また、お客様相談室
のウェブサイトも開設しており、当社の機能性食品・飲料等の
アレルギー関連情報などを掲載しています。
　業務時間外や休日でも緊急性を伴うお問い合わせに対応
できるよう、「テレホンサービスセンター」を設置し、お客さまから
のお問合わせやご相談、ご意見に、24時間対応する体制を
整えています。
　これら窓口に寄せられたお声は、製品の研究開発、製品設
計などに役立てられ、生活者の方 に々安心してご利用いただけ
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環境への配慮
『環境配慮型製品』
　「製品環境アセスメント実
施手順書」および「チェック
シート」を制定し、製品の開
発･設計段階において、製
品及び容器・包装が原材料
調達から廃棄処分に至るま
での全ライフサイクルで環境
アセスメントを行う上で考慮
すべき事項を明確にするとともに、どのくらい環境へ配慮できたか
を評価しています。
　また、省資源ならびにＣＯ 排出量の低減を図るため、容器
や製品包材などの軽量化も進めています。ペットボトル容器では
「ポカリスエット」500mlボトルで2007年に日本初の「陽圧無
菌充填方式」を採用し、国内最軽量化を実現。また、2016年
には「SOYJOY」のピロー包装フィルムの約9%の減量化のほ
か、「ムコスタ点眼液」の容器を包むフィルムの軽量化も行いま
した。さらに、段ボールをはじめとする製品包材の軽量化にも取
り組んでいます。

『低炭素社会の構築』
　営業車輌についてはハイブリッド車や低燃費車への転換を
積極的に進め、2015年度末時点で84％の導入率となっていま
す。エコドライブの観点からドライブレコーダーの導入も進めて
います。

『循環型社会の構築』
　廃棄物に対して、適宜、マテリアルリサイクル化＊1 、サーマル
リサイクル化＊2 を図っています。2005年度に徳島ワジキ工場
が社内基準によるゼロエミッションを達成し、2015年、全社レ
ベルでゼロエミッションを達成しました。
＊1 廃棄物を製品の原料として再利用すること
＊2 廃棄物を焼却処理する際に発生するエネルギーを回収し、利用すること

地域の生き物との共生』
　徳島板野工場では、「自然との共生」をコンセプトに掲げ、人
と環境にやさしい工場づくりを進めています。敷地内の自然林エ
リアには、ナラ、コナラ、樫などが茂り、季節ごとにさまざまな野鳥
が訪れ、社員や来場する人々の憩いの場となっています。工場
冷却水を利用したビオトープ池では、多種多様な水生生物が
自然に生息できる環境づくりを行っており、ヤゴ、タイコウチ、ひつ

じ草などが観察できます。またビオトープ池のかたわらにカブトム
シの羽化場を設け、工場内の落葉樹の葉を利用して毎年数
百匹を育てており、工場見学に訪れる子どもたちの人気の的に
なっています。このような取り組みにより2010年には、財団法人
都市緑化基金が認定する「生物多様性保全につながる企業
のみどり100選」に選ばれました。
　さらに徳島板野工場は、徳島県で絶滅したとされていた小
型淡水魚カワバタモロコが2004年に再発見されたことがきっ
かけで開始された、同魚を保護・増殖させ、自然に戻す協働プ
ロジェクトに参画しています。人工飼育されたカワバタモロコが
自然環境に順応できるかを調査するため、2015年3月に1回
目の試験放流が行われ、徳島板野工場からの140匹を含む
2,000匹が放されました。これらは産官学民からなる「カワバタ
モロコ養殖・放流連絡会議」で取り組んでおり、「絶滅危惧種
をすくう社会の仕組み：絶滅魚カワバタモロコ再生プロジェク
ト」のタイトルで、環境省が主催するグッドライフアワード2015
で環境大臣賞グッドライフ特別賞を受賞しています。
　また、徳島ワジキ工場でも、地域の自然保護活動に積極的
に参加しています。徳島県南部総合県民局の「どんぐりプロ
ジェクト」では、地域に自生する広葉樹のどんぐりを拾い、苗木
を育てています。大きくなった苗木は地域に配布するとともに、工
場敷地内にも植林しています。

次世代を担う子どもたちへ
『教育を通じた支援』
　｢環境首都とくしま」にふさわしい次世代の育成を目的に、
2007年から行われている徳島県が主催する「あどぷと・エコス
クール」の活動に大c製薬が参画しています。2015年度は、
高校生に、学校周辺の用水の水質調査や工場の排水処理
設備などの見学を通じて、環境について学んでもらいました。そ
の他には「田んぼの学校」を開催し小学生以下の子供たちに
虫や植物と親しんでもらいました。また徳島県が県内の中学生
に実施しているキャリア教育、また、スーパーグローバルハイス
クール（徳島県立城東高校）活動に協力し、社員を派遣して
「出前授業」の実施や海外研修の支援を行っています。

工場見学
　大c製薬では、自社工場への見学を広く受け入れています。
各工場では、製品の製造工程に加えて、健康、環境についても
学べるよう、説明や展示を工夫しています。
工場見学の件数と人数（2016年）

◆徳島板野工場
　件数：449件、人数：10,481人、参加者名（主な団体）：社会
福祉協議会、婦人団体連合会、老人クラブ、スーパー工場見
学ツアー、労働組合連合会、社会保険委員会、商工会、保健
衛生推進協議会、障害児通所支援センター・事業所、環境教
育部会など
◆徳島ワジキ工場
　件数：90件、人数：2,203人、参加者名（主な団体）：婦人会、
ライオネスクラブ、消費者団体連絡会、商工会議所、全国商
工会議所女性会など

消費者庁の徳島移転に
期待すること
●大c製薬では医療関連事業とニュートラシューティカルズ
関連事業（前述）の両輪を軸に事業を行っています。その中で
商品開発及び生産拠点は徳島県を中心としながらも、グロー
バル視点の業務を行っております。つまり弊社のモノ作りは徳
島からグローバルに展開しております。そんな環境の中、消費者
庁の徳島での業務開始に関しては、弊社の企業理念にもある
worldwideな視点での情報交換・相談等が密に行えることを期
待しております。
●消費者を挟んで、消費者行政への情報提供、消費者行政
からの政策立案の協業など、双方向での協業が行えるのでは
ないかと期待をしております。
●徳島には4工場あります。徳島本部としては、各工場が環境
安全、省エネルギー、交通安全、人材育成などで地域社会に
貢献し、「良き企業市民」となれるようサポートして参ります。また、
消費者との接点を増やし、ブランド価値の更なる浸透を目指し
て行きたいと考えております。

大v製薬株式会社
徳元俊弘
常務執行役員
徳島本部長

●お話を伺った方（所属・役職は2017年3月調査時）

大s製薬株式会社

徳島板野工場

あどプト・エコスクール

徳島科学技術高校生による放流
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企業の概要
　徳島県板野郡北島町に本社を置くメーカーで、食に関わる
三事業を展開しています。一つ目は、飲料や液体食品を容器
に充填する食品産業向けの充填包装機を製造販売する機械
事業。二つ目は、食品用パッケージを扱う包装資材事業。三つ
目は、豆腐や惣菜の製造を行っている食品事業です。
　機械事業では、紙容器成形充填機、カップ充填機、ボトル
充填機など、多種多様な機械を製造しています。なかでも牛乳
パックなど三角屋根型の紙容器に対応した充填機の国内シェ
アは約7割に達します。中国の海外生産拠点をはじめ、ドイツ、
タイにも現地法人を配して、グローバルにも展開しており、欧州
を中心に世界50か国以上への輸出など、国内はもとより世界
中の乳業界、食品業界で多くの実績を誇っています。
　包装資材事業では、オリジナル包装資材の企画開発に加
え、グループ会社において紙パックとプラスチックカップを製造
しています。環境に配慮した包装資材、口栓など、機能面や素
材面で独自性のある包材や容器の開発に積極的に取り組ん
でおり、企画開発から生産まで行うことで幅広い事業展開が可
能となっています。また、機械メーカー自らが包装資材を手掛け
ることで、充填包装機に最適な容器の提案を行なっています。
　食品事業では、自社で開発した自動製造機で「さとの雪」

四国化工機株式会社

ブランドの豆腐や惣菜など大豆加工食品の生産を行なってい
ます。手作りが一般的であった豆腐業界において、時代に先
駆けて量産化・賞味期限延長を実現するなど、業界をリードす
る商品開発を絶えず行なっており、現在は日産約40万丁の業
界トップクラスにまで成長しました。
　また、三事業の技術やノウハウを融合した自社のモデル工
場で大手飲料メーカーの受託生産を行ない、機械や包装資
材の適合性を自ら検証しています。生産経験から得た情報を
各事業にフィードバックすることで、三事業を有機的に結合さ
せ、三位一体の相乗効果を発揮する「システム経営」を確立
し、『食文化』の向上に貢献しています。

　以下は、「さとの雪」ブランドの豆腐製造を行う四国化工機
の食品事業部門と、その販売会社である「さとの雪食品株式
会社」に関する消費者志向経営の内容です。

1．食品表示
　食品表示に関する情報（法令や制度、ガイドライン、報告な
ど）は、業界団体である全国豆腐連合会や日本豆腐協会を通
じて入手しています。直接、消費者庁へ問い合わせる場合もあ
ります。また、消費者庁のホームページに掲載される説明会の
開催案内を定期的にチェックしたり、徳島県の「適正表示110
番」も活用したりしています。
　商品等の情報をわかりやすく伝えるために、視覚で捉えやすく
デザインしたマークやイラストを活用して、商品表示にも工夫を
しています。また、商品表示だけでは伝えきれない製品へのこだ
わりを紹介したハンドブックを作成して、大学の学園祭や食の
イベント、工場見学などで配布するなどの取り組みを進めていま
す。もちろん取引先である生協やスーパーなどへは積極的に配
布しています。

2．栄養成分表示等の活用
　栄養成分表示等を活用した食生活への支援については、
例えば、内容量の表示において、2回分や4回分の小分けタイ
プの商品は、分かりやすいように全体の重量ではなく小分けにし
た1個当りの栄養成分を表示するようにしています。また、「おか
らパウダー」については栄養成分表示にもとづき「大さじ2杯で
レタス1個分の食物繊維」といった消費者がイメージしやすい
表示もしています。
　

3．機能性表示食品の活用
　2016年10月19日に機能性表示食品として「食後の血糖値
や中性脂肪が気になる方の絹とうふ」を消費者庁に届け出てい
ます。機能性関与成分は難消化性デキストリン（食物繊維）で
す。難消化性デキストリンは、糖分や脂肪の吸収を抑えるため、
食事と一緒に摂取することで、食後の血糖値や血中中性脂肪
の上昇をおだやかにすることが報告されています。本品は食後
の血糖値が気になる方、脂肪の多い食事を摂りがちな方に適
したお豆腐ですと機能性を説明しています。

4．食品廃棄ロス削減
　製造・流通過程で生じる食品廃棄ロスをできる限り削減する
取り組みを行っています。食品廃棄ロスは製造過程で出るもの
と、流通過程の在庫や返品として出るものがあります。
製造過程で出る「おから」は、食材や飼料として全て有効利用
ができています。
　流通過程では、販売予測にもとづき生産していますが、スー
パーなど小売店で最終消費が滞ると、流通ルールに沿って賞
味期限前であっても廃棄が生じます。生協との取引は注文販
売で生産量が予め分かっているため廃棄ロスはありませんが、
小売店とは取引量が多いためにある程度在庫を抱えざるを得
ず、廃棄ロスもそれなりに生じてしまいます。食品廃棄ロスは業界
では7%もあるところもありますが、四国化工機では独自の販売
予測システムを導入し2%以内に抑えています。
　家庭の食品廃棄ロス削減への支援については、核家族や
高齢者の一人暮らしの増加に対応して、豆腐の小分け販売に
早くから取り組んでいます。1999年には2回分豆腐の販売を開
始、2002年には業界初の4回分充填とうふ、その後4回分木綿
とうふを開発し、現在では個食タイプの豆腐シリーズとして多く
の商品を展開しています。

5．食品に関する
   リスクコミュニケーション
　　阿南食品工場、御殿場食品工場、富士小山食品工場で
は地域の小学生などを中心に工場見学を実施しています。工
場見学を通して、普段口にしている豆腐がどのような原料を
使ってどのように製造されているのか、工場での取り組みを学び、
食の安全の理解を深めてもらうことを目的にしています。
　食品衛生管理については、豆腐製造にはそもそもHACCPは
ありませんが、HACCPに準拠した総合的な生産管理体制の

本社所在地 〒771-0287 徳島県板野郡北島町
 太郎八須字西の川10番地の1 
設立年月日 1961年5月2日
代表取締役社長 植田 滋 
資本金 1億4,500万円 
従業員数 710名  グループ総従業員数1,240名
 2017年4月1日現在）
売上高 442億円  グループ連結売上472億円  
 2016年3月期）
業務内容 ●機械事業
 充填包装機および関連機器の設計／
 製造／販売、プラントエンジニアリング
 ●包装資材事業
 カップ、ボトル、フィルム、アルミ箔等の
 食品用包装資材の企画／製造／販売
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 営業所：2、事務所：2カ所
 2016年12月1日現在）
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企業の概要
　徳島県板野郡北島町に本社を置くメーカーで、食に関わる
三事業を展開しています。一つ目は、飲料や液体食品を容器
に充填する食品産業向けの充填包装機を製造販売する機械
事業。二つ目は、食品用パッケージを扱う包装資材事業。三つ
目は、豆腐や惣菜の製造を行っている食品事業です。
　機械事業では、紙容器成形充填機、カップ充填機、ボトル
充填機など、多種多様な機械を製造しています。なかでも牛乳
パックなど三角屋根型の紙容器に対応した充填機の国内シェ
アは約7割に達します。中国の海外生産拠点をはじめ、ドイツ、
タイにも現地法人を配して、グローバルにも展開しており、欧州
を中心に世界50か国以上への輸出など、国内はもとより世界
中の乳業界、食品業界で多くの実績を誇っています。
　包装資材事業では、オリジナル包装資材の企画開発に加
え、グループ会社において紙パックとプラスチックカップを製造
しています。環境に配慮した包装資材、口栓など、機能面や素
材面で独自性のある包材や容器の開発に積極的に取り組ん
でおり、企画開発から生産まで行うことで幅広い事業展開が可
能となっています。また、機械メーカー自らが包装資材を手掛け
ることで、充填包装機に最適な容器の提案を行なっています。
　食品事業では、自社で開発した自動製造機で「さとの雪」
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ブランドの豆腐や惣菜など大豆加工食品の生産を行なってい
ます。手作りが一般的であった豆腐業界において、時代に先
駆けて量産化・賞味期限延長を実現するなど、業界をリードす
る商品開発を絶えず行なっており、現在は日産約40万丁の業
界トップクラスにまで成長しました。
　また、三事業の技術やノウハウを融合した自社のモデル工
場で大手飲料メーカーの受託生産を行ない、機械や包装資
材の適合性を自ら検証しています。生産経験から得た情報を
各事業にフィードバックすることで、三事業を有機的に結合さ
せ、三位一体の相乗効果を発揮する「システム経営」を確立
し、『食文化』の向上に貢献しています。

　以下は、「さとの雪」ブランドの豆腐製造を行う四国化工機
の食品事業部門と、その販売会社である「さとの雪食品株式
会社」に関する消費者志向経営の内容です。

1．食品表示
　食品表示に関する情報（法令や制度、ガイドライン、報告な
ど）は、業界団体である全国豆腐連合会や日本豆腐協会を通
じて入手しています。直接、消費者庁へ問い合わせる場合もあ
ります。また、消費者庁のホームページに掲載される説明会の
開催案内を定期的にチェックしたり、徳島県の「適正表示110
番」も活用したりしています。
　商品等の情報をわかりやすく伝えるために、視覚で捉えやすく
デザインしたマークやイラストを活用して、商品表示にも工夫を
しています。また、商品表示だけでは伝えきれない製品へのこだ
わりを紹介したハンドブックを作成して、大学の学園祭や食の
イベント、工場見学などで配布するなどの取り組みを進めていま
す。もちろん取引先である生協やスーパーなどへは積極的に配
布しています。

2．栄養成分表示等の活用
　栄養成分表示等を活用した食生活への支援については、
例えば、内容量の表示において、2回分や4回分の小分けタイ
プの商品は、分かりやすいように全体の重量ではなく小分けにし
た1個当りの栄養成分を表示するようにしています。また、「おか
らパウダー」については栄養成分表示にもとづき「大さじ2杯で
レタス1個分の食物繊維」といった消費者がイメージしやすい
表示もしています。
　

3．機能性表示食品の活用
　2016年10月19日に機能性表示食品として「食後の血糖値
や中性脂肪が気になる方の絹とうふ」を消費者庁に届け出てい
ます。機能性関与成分は難消化性デキストリン（食物繊維）で
す。難消化性デキストリンは、糖分や脂肪の吸収を抑えるため、
食事と一緒に摂取することで、食後の血糖値や血中中性脂肪
の上昇をおだやかにすることが報告されています。本品は食後
の血糖値が気になる方、脂肪の多い食事を摂りがちな方に適
したお豆腐ですと機能性を説明しています。

4．食品廃棄ロス削減
　製造・流通過程で生じる食品廃棄ロスをできる限り削減する
取り組みを行っています。食品廃棄ロスは製造過程で出るもの
と、流通過程の在庫や返品として出るものがあります。
製造過程で出る「おから」は、食材や飼料として全て有効利用
ができています。
　流通過程では、販売予測にもとづき生産していますが、スー
パーなど小売店で最終消費が滞ると、流通ルールに沿って賞
味期限前であっても廃棄が生じます。生協との取引は注文販
売で生産量が予め分かっているため廃棄ロスはありませんが、
小売店とは取引量が多いためにある程度在庫を抱えざるを得
ず、廃棄ロスもそれなりに生じてしまいます。食品廃棄ロスは業界
では7%もあるところもありますが、四国化工機では独自の販売
予測システムを導入し2%以内に抑えています。
　家庭の食品廃棄ロス削減への支援については、核家族や
高齢者の一人暮らしの増加に対応して、豆腐の小分け販売に
早くから取り組んでいます。1999年には2回分豆腐の販売を開
始、2002年には業界初の4回分充填とうふ、その後4回分木綿
とうふを開発し、現在では個食タイプの豆腐シリーズとして多く
の商品を展開しています。

5．食品に関する
   リスクコミュニケーション
　　阿南食品工場、御殿場食品工場、富士小山食品工場で
は地域の小学生などを中心に工場見学を実施しています。工
場見学を通して、普段口にしている豆腐がどのような原料を
使ってどのように製造されているのか、工場での取り組みを学び、
食の安全の理解を深めてもらうことを目的にしています。
　食品衛生管理については、豆腐製造にはそもそもHACCPは
ありませんが、HACCPに準拠した総合的な生産管理体制の

本社所在地 〒771-0287 徳島県板野郡北島町
 太郎八須字西の川10番地の1 
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代表取締役社長 植田 滋 
資本金 1億4,500万円 
従業員数 710名  グループ総従業員数1,240名
 2017年4月1日現在）
売上高 442億円  グループ連結売上472億円  
 2016年3月期）
業務内容 ●機械事業
 充填包装機および関連機器の設計／
 製造／販売、プラントエンジニアリング
 ●包装資材事業
 カップ、ボトル、フィルム、アルミ箔等の
 食品用包装資材の企画／製造／販売
 ●食品事業
 豆腐をはじめとする大豆加工食品の
 製造／販売、飲料の受託生産
事業所 本社、機械工場：1、食品工場：3、
 営業所：2、事務所：2カ所
 2016年12月1日現在）
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下、製造しています。全ての食品製造者にHACCPを義務づけ
る動きがありますが、これについては、四国化工機でも外部の生
産委託先も含め、取り組みを進めています。

6．トレーサビリティ
1 原材料のトレーサビリティ
　大豆生産者により栽培された大豆は、生産の各段階におい
て、栽培履歴が記録されています。厳しい管理のもと集められ
た大豆は、一部サンプルとして品質保証部に送られます。 受け
入れ前の品質検査、豆腐適性検査等、豆腐作りに最適な性
質と安全性を備えていることが確認できた大豆のみ、工場への
出荷が可能となります。
　使用する全ての原材料について、原産国などのトレース、ア
レルギー物質、遺伝子組み換えなどについて定期的に確認し、
安全性・適法性の確保に努めています。独自の品質規格書お
よびポジティブリスト制度への適合確認書によって、毎年確認
しています。
確認事項
・原材料規格（商品名、内容量、賞味期限、保管方法など）
・複合原材料（配合、原産国、アレルギー物質、添加物、遺伝
子組み換え、トレースなど）
・製造方法（製造工程、殺菌などの条件、適法性など）
・表示（その原材料を使用した場合の一括表示例）

2 製品のトレーサビリティ
　製品が「いつ」「どこで」「どのように」生産し、流通し、出荷さ
れたかという追跡調査が行えるように、製品に「ロット番号」を記
載しています。「ロット番号」を特定することで原料記録、製造記
録を確認できるシステムとなっています。

7．さとの雪の
   ユニバーサルデザイン
　お客様に使いやすく安全な商品作りの一環として、2004年よ
りユニバーサルデザイン（UD）への取り組みを行っています。 
｢ユニバーサルデザイン5原則｣に沿い、年齢や性別、能力、
経験などに関わらず、できるだけ多くの人 に々配慮した商品・環
境・サービス・情報を伝達できる商品設計と開発、そして、それを
段階的発展的に向上する考え方や活動を行っています。

①誰もが同等に使用・利用でき、効率よく、少ない力で楽
に使える
●包丁を使用しなくても、開けやすいフィルム（イージーピール）
を採用しています。
●充てんとうふを取り出すときに豆腐がくずれず、容器から簡単
（楽）に取り出せます。
●木綿とうふ、絹ごしとうふの容器間口が大きいので、水切り
が簡単にできます。
●2回分、4回分商品の容器切り離し部分にミシン目を入れて
おり、切り離しが容易です。
②必要な情報はすぐ理解でき、視覚・聴覚などの知覚的な
情報が簡単に伝わる
●一括表示などをわかりやすく、見やすく表示しています。
●フィルムのあけ口に色を付け、わかりやすくしています。
●豆腐の分類（木綿とうふ、絹ごしとうふ）、大豆の種類（国産
大豆）がわかりやすいデザインにしています。
●容器形態（一丁、2回分、4回分）がわかりやすいデザインに
しています。
③うっかりミスや間違えても重大な結果にならない
●2回分、4回分容器の切り離し部分は手が切れないように丸
くしています。
●ロット印字（ABC）を採用し、トラブル発生時の追跡調査が
できるようにしています。
④使い方が選べ、使う人の能力に応じ、柔軟性がある
●一丁、2回分、4回分の欲しい量に合わせて選択可能な商
品ラインナップにしています。
⑤使う人の経験・知識・言語能力に関わらず、自然に使い
方が簡単にわかる
●充てんとうふの取り出し方をイラスト表示にてわかりやすくし
ています。
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8．とくしまＳＯＹくふうプロジェクトに
   ついて
　豆腐製造の工程で大量に生じる「おから」。食品用や家畜
の飼料に利用されるケースもありますが、栄養豊富なため腐敗
しやすく、その多くは産業廃棄物として処理されています。四国
化工機ではおから分離システム、直胴圧搾差圧トルク制御方
式の採用により、従来よりも少ない電気量で豆乳の抽出率5%
向上を可能にしました。これによって生まれた「おから」を直ちに
乾燥させ腐敗を防ぎ、食の安全・安心につなげた新たな付加
価値商品として再資源化しています。おからの資源循環をテー
マにした産学官連携によるプロジェクト「とくしまSOYくふう」は、こ
うした「もったいない」という気持ちから生まれました。
　｢SOYくふう」は、創意工夫と、英語のSOY（大豆）をコンセプ
トに考えたおからと地域の資源を循環させて有効活用させるプ
ロジェクトです。豆腐の副産物である｢おから｣を軸に、｢農業→
豆腐製造→おから→飼料→畜産業→堆肥→農業｣という農
商工で連携しあった循環型事業を提案し、新たな循環型ビジ
ネスモデルを創出することで、おからの消費増と安全・安心なお
から関連食品の開発を通じた産業活性化に繋がると考え、徳
島県内の食品メーカー、農業者、公設試験研究機関等の産
官学と連携し、2007年にプロジェクト（地域資源循環型ビジネ
ス研究会）を設置し、四国化工機がリーダーシップをとり活動
を進めました。おからを乾燥し食用や家畜の飼料として再資源
化し、それらを利用して生まれる商品は「とくしまSOYくふう」の独
自ブランドとしてPRされ、地域経済の向上、社会環境の貢献に
つながるように活動しています。
　四国化工機は、｢おから｣を飼料及び堆肥用原料等に利用
するのみならず、乾燥おからとして再資源化すると共に、更なる
付加価値を得ることを目的に、おからを納豆菌の発酵培地とし
て利用し乾燥させることで抗生物質の代替として使用できる飼
料添加物を開発しました。

1 開発した飼料添加物
  「納豆菌おから」の活用
　納豆菌おから（商品名：ＳＫゴールド）は抗生物質の代替とし
ての実績があり、ブロイラーや産卵鶏に給餌され、抗生物質に
頼らない畜産ブランド（鶏肉や卵）の開発がされています。養鶏
では鶏糞が良質な肥料となり農産物生産（大豆、もち麦、ほう
れん草、小松菜等）へ活用されており、生産された大豆は豆腐
や味噌へ加工し、地産地消の食品として商品化し、販売してい
ます。

2 おからを乾燥させ再資源化した
   ｢おからパウダー｣の活用
　乾燥おからを｢おからパウダー｣という商品名で販売し、連携
体企業と共に乾燥おからを利用した食品（おから焼酎、うどん、
中華そば、パスタ、アイス、かりんとう、お茶等）の新商品を開発
しています。
以上の取り組みにより豆腐製造工程で発生する｢おから｣につ
いて、約半分は乾燥おから化し再資源化できており、残りの半
分は畜産用飼料・肥料として利用されていますので、廃棄される
｢おから｣は一切ありません。

四国化工機株式会社
食品事業生産本部
品質保証部
品質保証課
村本桂久
課長

四国化工機株式会社
食品事業生産本部
品質保証部
品質保証課
宮崎稔子
担当副課長

●お話を伺った方 （々所属・役職は2017年3月調査時）

鳴門事業所
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下、製造しています。全ての食品製造者にHACCPを義務づけ
る動きがありますが、これについては、四国化工機でも外部の生
産委託先も含め、取り組みを進めています。

6．トレーサビリティ
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　大豆生産者により栽培された大豆は、生産の各段階におい
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質と安全性を備えていることが確認できた大豆のみ、工場への
出荷が可能となります。
　使用する全ての原材料について、原産国などのトレース、ア
レルギー物質、遺伝子組み換えなどについて定期的に確認し、
安全性・適法性の確保に努めています。独自の品質規格書お
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・複合原材料（配合、原産国、アレルギー物質、添加物、遺伝
子組み換え、トレースなど）
・製造方法（製造工程、殺菌などの条件、適法性など）
・表示（その原材料を使用した場合の一括表示例）
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●2回分、4回分商品の容器切り離し部分にミシン目を入れて
おり、切り離しが容易です。
②必要な情報はすぐ理解でき、視覚・聴覚などの知覚的な
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●フィルムのあけ口に色を付け、わかりやすくしています。
●豆腐の分類（木綿とうふ、絹ごしとうふ）、大豆の種類（国産
大豆）がわかりやすいデザインにしています。
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四国化工機株式会社
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自ブランドとしてPRされ、地域経済の向上、社会環境の貢献に
つながるように活動しています。
　四国化工機は、｢おから｣を飼料及び堆肥用原料等に利用
するのみならず、乾燥おからとして再資源化すると共に、更なる
付加価値を得ることを目的に、おからを納豆菌の発酵培地とし
て利用し乾燥させることで抗生物質の代替として使用できる飼
料添加物を開発しました。

1 開発した飼料添加物
  「納豆菌おから」の活用
　納豆菌おから（商品名：ＳＫゴールド）は抗生物質の代替とし
ての実績があり、ブロイラーや産卵鶏に給餌され、抗生物質に
頼らない畜産ブランド（鶏肉や卵）の開発がされています。養鶏
では鶏糞が良質な肥料となり農産物生産（大豆、もち麦、ほう
れん草、小松菜等）へ活用されており、生産された大豆は豆腐
や味噌へ加工し、地産地消の食品として商品化し、販売してい
ます。

2 おからを乾燥させ再資源化した
   ｢おからパウダー｣の活用
　乾燥おからを｢おからパウダー｣という商品名で販売し、連携
体企業と共に乾燥おからを利用した食品（おから焼酎、うどん、
中華そば、パスタ、アイス、かりんとう、お茶等）の新商品を開発
しています。
以上の取り組みにより豆腐製造工程で発生する｢おから｣につ
いて、約半分は乾燥おから化し再資源化できており、残りの半
分は畜産用飼料・肥料として利用されていますので、廃棄される
｢おから｣は一切ありません。
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企業の概要
　徳島県南部の清流海部川の流れる海部郡海陽町に位置
し、徳島の地鶏｢阿波尾鶏｣をはじめとする鶏の肥育管理から
処理加工・加熱に至る一貫システムに加え、牛肉・豚肉を含め
た加工食品やペットフードを中心に、製造・卸売・小売りの事業
展開を行っています。
　「阿波尾鶏」は2001年に地鶏肉特定JASの第一号の認定
を受け、その後順調に推移し、2009年度は約206万羽と地鶏
生産日本一の座を1998年度から維持している徳島県が誇る
ブランド品です（2016年度地鶏生産シェア33％）。
　昨今、食品の「安全・安心・安価な食品」への消費者ニーズ
がますます高まるなか、グループでは、HACCPに対応する加工
食品工場整備と2016年の食鳥HACCP認証の他、品質管
理や商品開発の充実等を図っています。CI活動において
シンボルマークにsafetyのSを形どるなど安全・安心を最優先
にしています。現在、加工食品は売上の約50％を占め、コン
ビニエンスストアや外食店舗をはじめ様々な業態のお客様に
拡がっています。販売拠点は本社の他、大阪に加工センター、
東京に営業所があり、全国へ販売展開しています。

株式会社丸本

1．食品の安全管理と品質保証
　生産から加工、販売に至る過程での安全管理と品質保証
への取り組みについては、専門の部署として品質保証部を置
いています。品質保証部が品質管理に関して、ランダム検査
を行っており、定期的に公的機関へも提出しています。また、加
工工場では材料のカットから加工、冷凍、衛生チェックまでワン
ウェイラインで仕上がる仕組みとなっており、「1商品1ライ
ン1日で」を基本にしています。「統合温度監視システム」を導
入しています。本システムは、食品衛生管理における温度管理
をリアルタイムに記録するもので、加工工場内の各箇所に温
度センサーを設置し、測定した温度・湿度データを一分ごと
にシステム管理用のパソコンに取り込み記録し確認ができます。
また、会社構内では社内LAN、遠隔地ではPCやモバイル
端末により、リアルタイムで工場内の温度・湿度や加熱・冷却・
殺菌等の温度状況を確認しています。また、工場内に設置さ
れたLANカメラからの映像も会社内または遠隔地からPCで
確認することができ、工場内の様子も遠隔地からカメラ操作で
確認できます。
　徳島の地鶏阿波尾鶏は、2001年3月に日本で初めての地
鶏肉としてJASの認定を受けています。JAS制度には、品質表
示について規定する「JAS規格制度」（任意）と「品質表示基
準制度」(強制)のほかに、 品質ではなく特別な生産方法に着
目した「特定JAS規格制度」（任意）があります。地鶏について
は、農林水産省が地鶏の飼育方法などについての規定（下表
参照）を定めており、これに適合する鶏の生産者に対して、登録
認定機関が「地鶏肉の生産行程管理者」として認定します。こ
の「生産行程管理者」が生産する地鶏がJAS認定地鶏です。
いわば、国が飼育方法にお墨付きを与えた地鶏なのです。

　阿波尾鶏は、安全な鶏肉を安心して召し上がっていただけ
るように、出生証明から、飼育環境、飼料、飲み水まで、厳しい
基準を設けています。厳しい基準を守り、自分の家族のように愛
情を持って阿波尾鶏を育てることができる農家だけが、阿波尾
鶏の指定農場になれます。
　食品業界の流れに先駆け、食品衛生管理基準である
HACCP対応工場を1999年3月に建設しました。また、食鳥
処理工場では、2016年3月に「徳島県衛生管理認証（県版
HACCP認証）」を交付されています。
　ペットフードの品質管理についてはかなり先進的だと思って
います。他のペットフードメーカーとの大きな違いは食品メーカー
ならではの衛生管理を行っている点です。
　食品に関するリスクコミュニケーションの取り組みについては、
一般消費者を対象として施設見学を実施し、食品製造の衛
生管理に関する取り組みを説明しています。消費者協会会員
などが定期的に施設を見学しています。また地元の小学生向
けの見学会や体験学習に取り組んでいます。徳島県が行って
いる消費者の見学を受け入れる事業者の情報を掲載する県
ホームページ「とくしま食の安全・安心データバンク」に登録して
おり、食品に関するリスクコミュニケーションの取り組みを積極的
に行っています。

2．食品ロスの削減
　OEM生産が中心なので製造・流通過程において食品ロス
はほとんど発生しないようにしています。ラインテストをしっかり
やって、規格外品の発生を厳しくチェックしてから量産しており、
出来高比率、歩留まりを毎回チェックして規格外品の発生
原因を防いでいます。
　OEM生産が中心なので基本的に在庫は持たず返品も
ほとんどなく、しかしながらロット生産の端数等で発生してしまう
在庫については商品確認のもと、社員食堂や社内の厚生スー
パーを活用して在庫ロスが発生しないよう務めています。
　生肉については、需要予測や受注をこまめに聞き取りすること
により、ロスを減らしています。また、ロスが出た場合でも、冷凍
商品や加工商品にすることにより、極力食品ロスが出ないよう
取り組んでいます。食品スーパーに対しては食品トレーを省く
ように少量パックで販売しています。また、フードバンクに登録
しています。

本社所在地 〒775-0310 徳島県海部郡海陽町
 大井字大谷41 
創業年月日 1964年2月 
代表取締役社長　丸本 敦 
資本金 2,000万円 
従業員数 296人
 615人、
 2016年12月現在）
売上高 133億円（グループ217億円、2015年度）
事業内容 加工食品、地鶏、銘柄鶏他鶏肉加工、
 ペットフード製造販売
事業所 本社、大阪加工センター、東京営業所、
 直販店3店舗 
協力事業所 
 オンダン農業協同組合、
 株式会社マルニカンパニー

在来種（明治時代までに国内で成立、
または導入され定着した鶏）由来の
血液百分率が50％以上のもので、
出生の証明ができるもの

75日以上飼育したもの
（阿波尾鶏は80日以上）

28日齢から平飼いで飼育したもの

28日齢から1㎡あたり10羽以下で
飼育したもの

素びな

飼育期間

飼育方法

飼育密度

地鶏肉特定JAS規格の概要
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企業の概要
　徳島県南部の清流海部川の流れる海部郡海陽町に位置
し、徳島の地鶏｢阿波尾鶏｣をはじめとする鶏の肥育管理から
処理加工・加熱に至る一貫システムに加え、牛肉・豚肉を含め
た加工食品やペットフードを中心に、製造・卸売・小売りの事業
展開を行っています。
　「阿波尾鶏」は2001年に地鶏肉特定JASの第一号の認定
を受け、その後順調に推移し、2009年度は約206万羽と地鶏
生産日本一の座を1998年度から維持している徳島県が誇る
ブランド品です（2016年度地鶏生産シェア33％）。
　昨今、食品の「安全・安心・安価な食品」への消費者ニーズ
がますます高まるなか、グループでは、HACCPに対応する加工
食品工場整備と2016年の食鳥HACCP認証の他、品質管
理や商品開発の充実等を図っています。CI活動において
シンボルマークにsafetyのSを形どるなど安全・安心を最優先
にしています。現在、加工食品は売上の約50％を占め、コン
ビニエンスストアや外食店舗をはじめ様々な業態のお客様に
拡がっています。販売拠点は本社の他、大阪に加工センター、
東京に営業所があり、全国へ販売展開しています。

株式会社丸本

1．食品の安全管理と品質保証
　生産から加工、販売に至る過程での安全管理と品質保証
への取り組みについては、専門の部署として品質保証部を置
いています。品質保証部が品質管理に関して、ランダム検査
を行っており、定期的に公的機関へも提出しています。また、加
工工場では材料のカットから加工、冷凍、衛生チェックまでワン
ウェイラインで仕上がる仕組みとなっており、「1商品1ライ
ン1日で」を基本にしています。「統合温度監視システム」を導
入しています。本システムは、食品衛生管理における温度管理
をリアルタイムに記録するもので、加工工場内の各箇所に温
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飼育したもの

素びな

飼育期間

飼育方法

飼育密度
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3．防災備蓄用食品の開発・販売
　徳島県より助言を頂き、食品を使った防災備蓄用食品の開
発・販売を進めています。徳島県産の地鶏「阿波尾鶏」を使用
した、焼き鳥の缶詰や鶏ごはんを長期保存が可能な防災備
蓄用食品として開発・販売しており、さらに地元食材をふんだん
に用いた備蓄用レトルトカレーの開発にも取り組んでいます。徳
島県総合防災訓練では、焼き鳥缶詰と鶏ごはんを使った丼や
阿波尾鶏骨付地鶏カレーとアルファ化米を使ったカレーライス
の試食を行いました。
　また、3年前から被災地支援を行っています。先の熊本地震
の被災地へも防災備蓄用食品や避難ペット用にペットフードな
どを提供しました。

4．阿波尾鶏を活用した畜産と
   農業の地域資源循環
　養鶏農家の大規模化に伴い、その副生産物である鶏糞の
処理が問題点となってきたのを受け、2003年度に本格的な堆
肥処理施設を整備、2004年7月より処理費用を徴収し鶏糞
処理を行っています。組合員のほとんどが、鶏糞の処理をオン
ダン農協に委託しており、堆肥処理のコスト面・労力面で大き
な支援になっています。さらに2010年度には資源循環型堆肥

株式会社丸本

施設を設置し、食鳥加工処理残渣を有効利用につなげる本
格的な設備を整え、有機質肥料の生産拠点として、地域の有
機農業等の育成及び発展に寄与しています。
　鶏糞・汚泥の有効利用を模索し2010年度に生産ラインを
増設、2011年より有機性肥料への取り組みを開始し、より品質
の高い製品の製造販売を開始しています。

❶なっとく有機肥料
　残渣(内蔵、骨、血液)と鶏糞を約90日間かけて発酵させ、水
分量15％以下に乾燥させて、ペレット化したものです。2011
年より「なっとく有機肥料」製造販売を開始しました。2015年
度は2,581トン生産し、肥料メーカーへ販売しています。

❷汚泥発酵肥料(鶏糞＋汚泥＋残渣)
　2015年度は3,552トン生産し、徳島県内のJAなどへ販売
しています。

　2011年7月には、地元の町等と協力して「かいふエコブラ
ンドまるごと耕畜推進協議会」を設立、「鶏糞（かいふエコ肥
料）」と「野菜・水稲栽培（かいふエコ農産物）」との耕畜連携に
よる資源循環型農業を導入・推進し、畜産と農業の両面で生
産・販売拡大を行うことにより、地域経済や地域の活性化に貢
献しています。これらの活動によって製品化された「なっとく有機

肥料」は、県より優良なリサイクル製品として認定されました。地
域の運動公園の植栽花木に堆肥（10t）の無償提供や、オー
ガニックフェスタ等の有機農業イベントに積極的に参加し、消
費者への有機肥料等の展示や販売によるPR 活動を行ってい
ます。
　また、2013年に国の「地域経済循環創造事業交付金」の
助成対象となり、総務省の「地域の元気創造プラン」や「地域
経済イノベーションサイクル」の先行事例として紹介されるよう
になりました。製造加工した有機肥料の販売先として、徳島県
北部の先進的な野菜栽培農業法人株式会社リバーファーム
との取引を通じて、今後の有機農業拡大の中核となる農事組
合法人ふる里ファームを共同出資により2013年8月に設立しま
した。有機肥料を活用した高品質の野菜の生産が始まってお
り、地域の核となる農業生産法人も設立され、新たな販売先の
開拓にも成功しています。農事組合法人ふる里ファームは新規
就農者向けのビニールハウスの貸出を事業として行う計画も
進めており、過疎地域における雇用創出等にも繋がることを期
待しています。

 

株式会社丸本
中内幸宏
取締役品質保証部長

オンダン農業協同組合
峯 貴朗
品質管理主任　

●お話を伺った方 （々所属・役職は2017年3月調査時）
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企業の概要
　1964年に合成添加物を一切使用していないソースを発売、
その後、1977年に有機原料を使用したソースを発売して以来、
安全な原料にこだわり合成添加物不使用、有機原料を使用し
本物に徹した食品づくりを進めてきました。ただ効率を求めるの
ではなく、妥協せず、手間を惜しまず、全てを自動化させずに手
作りの良さを残した製品作りを行っています。光食品が原料とし
て使用しているほとんどの有機野菜・果実は、契約農家から直
接仕入れ、生産農家との顔の見える関係を大切にしています。
　上板工場は上板町の誘致により、環境にも人にもやさしい
「環境保全型工場」を目指して2000年2月に完成しました。 
　当工場ではHACCP（ハサップ。危害分析重要管理点）方
式による衛生管理システムを採用しています。また環境にも十
分配慮し、環境に優しいガスボイラー、ガスエアコンの設置、最
もクリーンなエネルギーである太陽光発電の利用、 洗びん殺
菌・ライン洗浄後のきれいな水の畑・樹木の散水、太陽光発電
パネルの冷却・洗浄用水としての再利用、またクーリングタワー
などの水のリサイクルシステム、最新の膜を利用した排水処理
装置等を設置しています。 

光食品株式会社

　さらに、排出するゴミの量をなるべく少なくするために、野菜くず、
排水処理時の汚泥を堆肥化し、その肥料を畑に返しています。 
　美味しくて安全な食品を作りたいという一心からスタートした
光食品ですが、美味しくて安心・安全に加えて環境に優しい食
品づくりを行っていきたいと思っております。 
　また、2001年からは社内に農業部門を立ち上げ、有機農業
の普及や発展に貢献したいという想いから、地元徳島の耕作
放棄地などを利用して有機JAS認定の農場を作り、有機野菜・
果実の栽培を行っています。

1．食品表示・栄養成分
   表示等の活用
　食品表示に関する情報（法令や制度、ガイドライン、報告な
ど）は、業界団体である一般社団法人日本ソース工業会や一
般社団法人日本トマト工業会からメールで届きます。業界団体
の役員をしていることもあっていち早く情報が届くことが多く、また、
オーガニックや有機JASの業界ではおそらく売上げがトップだと
いうこともあって、これに関係する委員に委嘱されているので様々
な情報が入ってきます。
　ただし、自治体の食品関係の条例については把握できてい
ないものもあります。例えば、こんな例がありました。大阪市の「消
費者保護条例に基づく商品の品質表示基準」には焼き肉のタ
レについて標準的な使用方法等も表示することと書いてありまし
た。
　食品表示については、消費者庁からは該当箇所をピンポイ
ントで聞いてくれといわれるのですが、食品表示法とそのQ&A
は、それぞれ600～800ページもあり、簡単ではありません。
　光食品の商品を購入される方は健康を気にされているお客
様が多いです。商品にある食品表示、栄養成分表示について
も表示されている以上の情報をご質問されることが大変多くあり
ます。メールがよく来ますし、電話もあります。消費者庁の内部
でも担当者によって判断が分かれるようなグレーな情報は表示
していないので、消費者は確認したいのだと思います。光食品
は親切に回答してもらえると評判になっているようです。

2．食品に関する
   リスクコミュニケーション
1 工場へのこだわり
　上板工場ではより安全で美味しい食品作りを目指して
HACCPに対応したラインを導入しました。製造室・洗瓶室・充
填室・包装室・待タンク室の天井と壁はすべてステンレス。虫の

侵入を防ぐために陽圧にし、充填室にはクリーンルームを採用
しています。また、製造におけるトレーサビリティやフードディフェ
ンスの観点から、工場内にカメラを設置しています。また、製造
タンクは手洗いと湯洗浄を基本としています。

●野菜洗浄室
　原料の一部は自社で洗浄、加工を行っています。野菜の洗
浄は工場内への土壌菌や虫等の侵入を防ぐため、製造室等
とは隔たった場所にて行われています。

●製造室
　トマトからトマトピューレーを製造する際に、添加物を使わず、
低温で熱負荷を少なくすることができる液体流下型真空濃縮
装置などを設置しています。

●洗瓶室
　空瓶を薬品等を使わずに熱湯のみで洗浄、殺菌しています。
使用後の熱湯は冷却し、中水として工場周りの清掃や工場屋
根のスプリンクラー、工場敷地内の畑などに再利用しています。

●空瓶検査機
　空瓶天面部の傷や汚れなどを、画像解析によって瞬時に検
出し、瓶の除去とデータの保存ができる検査機を導入していま
す。これにより人の目では見えない細かな傷などを発見すること
ができ、これまでよりもさらにクリーンな状態で商品の充填を行うこ
とができるようになりました。

●充填室
　清潔なクリーンルーム内で容器に商品を充填しています。充
填の際にはろ過機やマグネットフィルターを使用して異物の除
去を行っています。

2 食品衛生管理とトレーサビリティ

❶国内ではHACCP
　食品衛生管理の国際基準HACCP方式による衛生管理シ
ステムを採用しています。「HACCP」の導入をすべての食品
事業者に義務づける方針が決まり、早ければ2020年に義務
化されるようです。しかし、義務化のハードルが高いと、食品メー
カーによっては対応が難しいので、パン屋、豆腐屋など個人事
業主が多い業界では廃業を考えるところが出るのでないかと危
惧しています。

所在地 〒771-1347 徳島県板野郡上板町
 高瀬127-3
設立年月日 1951年4月 
代表取締役社長　島田 光雅 
資本金 19,200千円 
従業員数 25人（2016年12月現在）
売上高 15億6千万円（2016年）
事業内容 ソース・トマトケチャップ製造、ドレッシング・
 調味料製造、ジュース製造
事業所 本社、上板工場 
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❷海外取引ではFSSC

　米国で販売される食品、飲料、化粧品、医療機器、薬品、
放射線機器、獣医動物関係製品はアメリカ食品医薬品局
（FDA）の管轄にあり、米国で販売するためには、事前にFDA
に通知・登録または許可取得が必要です。また、食品を輸出
する企業は、対象施設をFDAに登録しなければなりません。そ
して、工場など施設登録をしている全ての施設は、FDAによる
査察の対象となり検査に来ます。また、国内の取引先が施設を
チェックしに来ます。
　海外取引ではFSSCを取ってくれといわれます。FSSC 
22000は、食品安全マネジメントシステムの国際規格であ
るISO 22000と、それを発展させたISO/TS 22002-1（また
はISO/TS 22002-4）を統合し、国際食品安全イニシアチブ
（GFSI）が制定したベンチマーク承認規格です。光食品では
自社工場以外の工場で製造している商品もあり、ジュースやレ
トルトなどは外注割合が高いのですが、外注先はFSSCを取っ
ているところが多いです。

❸有機ＪＡＳ
　有機JASの認証を得るには、トレーサビリティが絶対条件に
なっています。光食品の有機食品はトレーサビリティがしっかり
担保されているので、リスクコミュニケーションが保たれています。
　ところで、有機農家はJAと取引していないところが多いです。
有機栽培は豊作の時も不作の時もある、こうした時でも光食品
では継続的な取引をしているので、信頼関係があり、信用が保
たれています。豊作の時は余分に買い、それを使って新商品も
つくります（結果的に新商品が増えてしまうのですが・・）。

3．食品ロスの削減
　商品廃棄ロスについては、商品は小売店とは返品なしで取
引しています。ですから返品による廃棄はありません。賞味期限
切れなどにより廃棄ロスが生じないように、3分の1ルール、2分の
1ルール、もっとゆるやかなものもありますが、各商品の特性を踏
まえて、それぞれに対応したシステムを組んでいるので、廃棄ロ
スは出ないようにしています。　
　原材料廃棄ロスについては、保存がきくものが多いのでほとん
ど出ません。出ても野菜くずなどはたい肥化してリサイクルしてい
ます。

4．環境保全型工場
　環境に優しいエコロジーな工場を目指して、様 な々設備を導
入しています。“環境保全型工場”の骨格は空気と水、リサイク
ルです。特に水は吉野川よりもきれいにして戻したかった。その
思いから、空気を汚さないための主要なエネルギーとしてLPガ
スと太陽光を選択しています。

●太陽光発電システム
　ＣＯ 削減と電気代節約のために工場や駐車場の屋根など
のスペースを利用し、最も身近でクリーンなエネルギーである
太陽光発電を行っています。作り出された電力は、工場内の照
明などに使用、または売電し、節電に取り組んでいます。

●ガス貯蔵タンク
　蓄えられたLPガスは、主にボイラーとガスヒートポンプエア
コンに使用しています。ガスヒートポンプエアコンは、電気モー
ターの代わりにガスエンジンにより圧縮機を動かして冷暖房を
行っています。電気を使わないため電力需要が増大する夏場
でも、電力消費を冬場と同レベルにすることができ、電力平準化
に努めています。

●排水処理施設
　製造時に生じた汚水は、微生物活性処理を施した後、浄水
器にも用いられる中空糸膜という特殊なろ過膜を通して、工場
の前を流れる清流・吉野川の水よりもきれいな水にして排水して
います。

●スプリンクラー
　ビンや工場内のラインを洗浄した後の水を中水として有効
利用するため、工場の屋根にスプリンクラーを設置し、夏場は
打ち水によって工場内の温度を下げています。

●LPガスボイラー
　一般的に使用されているコストの安い重油などを使用したボ
イラーではなく、地球温暖化や大気汚染、酸性雨の原因といわ
れているCO やチッソ酸化物、イオウ酸化物の排出量が少なく、
環境に優しいクリーンなガスエネルギーを使用しています。 さ
らに、エコノマイザー（廃熱熱交換器）を採用し、効率97%以
上の高効率ボイラーを導入しています。また、ドレン（蒸気凝縮
水）回収を行い、省エネをはかっています。

●膜脱気装置 
　ボイラー内の腐食を防ぐために一般的には清缶剤という薬
品を使用しますが、光食品では「無添加食品の追求」をテーマ
に膜脱気装置を導入しています。腐食は水に含まれる酸素が
原因で発生しますが、膜を通すことにより水に含まれる酸素を除
去できるため、薬品を使用しません。

●クーリングタワー
　トマトなどの濃縮時に使用する真空濃縮装置では、通常、大
量の冷却水を必要とします。 
光食品では、真空濃縮装置の熱交換機を通過して温度が高
くなった冷却水をクーリングタワーで冷やし、循環再利用するこ
とにより水の使用量を大幅に削減しています。

●ディーゼルエンジン発電機
　夏場の電力ピーク時の使用量を減らすため、デマンドの管
理システムとディーゼルエンジンによる自家発電設備を導入し
ています。ディーゼルエンジン発電機は災害時などの電力供
給に利用することも想定して設置しています。

●堆肥場

　排出するゴミの量をなるべく少なくするため、有機野菜・果実
の皮や排水処理時の汚泥を堆肥化しています。ボイラーや電
気などは使わず、太陽の光を十分取り入れられるハウスで、効
率のよい堆肥づくりを実現しています。

●自社農園
　日本の農業は大変厳しい状況におかれています。光食品の
契約農家の中にも、家族の高齢化などの問題を抱えています。
そこで光食品では、安心・安全で貴重な国内産の有機JAS認
定の野菜・果実を今後も確保するため、確実な手段として自社
で有機JAS原料を栽培することにしました。2001年には工場内
の実験圃場の有機JAS認定を取り、これまで有機レモン・ゆず・
すだち・トマト・さとうきびなどの栽培をしてきました。2006年から県
内の農地を借り受け、有機原料を確実に確保できるよう、一層
力を入れています。耕作放棄地が増えている中、農地としての
保全、また生態系を守る環境負荷をかけない農業に、自社でで
きる範囲ではありますが、取り組んでいきたいと思います。

光食品株式会社
島田光雅
代表取締役社長

●お話を伺った方（所属・役職は2017年3月調査時）

光食品株式会社
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島田光雅
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●お話を伺った方（所属・役職は2017年3月調査時）

光食品株式会社
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企業の概要
　食品スーパーマーケットを核として、衣料、ドラッグなど徳島
県を中心に49の店舗を展開する、徳島県内最大の流通
グループ会社です。1958年の創業以来「市民生活を守る砦と
なれ」の社是のもと、地域密着を軸に、食品の地産地消、安心・
安全に取り組み、地元企業ならではのきめ細かな対応を実践し
ています。
　農産物を生産者自らが価格を決めて好きな量だけ出荷で
きる「すきとく市」が好評で、関西のスーパーにも出店しています。
また、買い物弱者を支援するため、「（株）とくし丸」と提携し
て移動スーパー事業に商品を供給しています。
　さらに、地域貢献活動も地道に続けており、NPO団体と連
携した社会福祉サービス活動として資源ゴミを回収する活動
「はっぴいエコプラザ」に取り組んでいるほか、「アドプトプログ
ラム吉野川」の清掃活動にキョーエイOB会が参加しています。

株式会社キョーエイ

１．食品ロスの削減
　食品ロスの削減に向けて、キッチンサポート部所を設置して、
無駄な買い物にならないよう、食材を無駄にしないよう、店頭で
のおすすめ料理の提案や子供料理教室の開催、また食品の
少量販売、小分け販売、ばら売り、食べ切りサイズなどに取り組
んでいます。家庭で食品ロスができるだけ発生しないようお客様
に提案や呼びかけを行っています。

1 キッチンサポート
　4年ほど前からキッチンサポート部所を設置し、4名の職員
が担当しています。2年前から本格的に様々な取り組みを展開
しています。例えば、店頭の食材を活かしたおすすめ料理のレ
シピを月替わり、日替わりで食材のそばに置いています。キッチン
サポート部所でおすすめ料理のレシピを作成し、これを全店へ
ネット配信して、ウェブサイトから各店が活用するようにしていま
す。歳時には例えばクリスマスメニューを積極的に提案してい
ます。日本最大の料理レシピのコミュニティウェブサイト「クック
パッド」とは提携はしていませんが大いに参考になるので利用さ
せてもらっています。

2 子ども料理教室
　親子で料理を楽しみながら食品について理解していただこう
と、子供たちを対象に日曜日に不定期ではありますが子ども料
理教室を開催しています。子供たちに食材の使い方や切り方、
料理の作り方などを学んでもらっています。

3 小分け・少量販売
　食品の小分け販売、少量販売は時代の流れです。野菜、
例えば白菜は1/4分けで販売しています。精肉は１パック80
グラムからの少量販売を中心にしています。食品全般に従来
のボリューム感のある販売から現在は中量の品揃えになって
きています。

4 総菜の賞味期間延長への取り組み
　巻きずし、いなりずし、サラダなどは、細菌検査を徹底し、保
存温度帯を適切に保つことで今まで即日で廃棄していたのを翌
日へ賞味期間を延長できるような取り組みを始めています。また、
ジブロックを商品の横に用意して、お客さんが安心して保存で
きるよう配慮しています。
　流通過程においてなるべく食品ロスが生じないように、食品
メーカーなどとの取り引きは買い取り契約を原則として、保有す
る在庫を少なくするよう工夫し、適切な在庫量を設定して細かく

賞味期限をチェックしています。店頭での見切り・値引き販売で
売り切る努力を進めています。賞味期限間近となった食品など
はフードバンク活動への寄贈など、できるかぎり食品として有効
に活用しています。

❶細かく賞味期限をチェック
　各店舗とも年間55週のうちこの週はこの棚、この品目の賞味
期限をチェックするといったように、毎週どこかの棚で、品目ごと
に細かく賞味期限をチェックしています。しかも漏れ落ちがない
よう各店とも年2回監査が入ってさらにチェックしています。こん
なに細かく賞味期限をチェックしているのは業界のなかでも珍
しいと思います。

❷自動発注で余分な在庫を持たない
　賞味期限、消費期限、回転率などにもとづき品目別に適切
な在庫量を設定して自動発注していますので、余分な在庫は
持っていません。

❸生鮮食品ロスが少ない
　売上額に対する廃棄額の割合は2%程度と食品スーパー
業界の中でもかなり少ない方です。とは言え、年間4億円近くも
廃棄していることになるので、廃棄数/売上数や廃棄額/売上額
を品目ごとに毎日チェックすることで、さらに食品ロス削減への取
り組みを進めていきたいと思っています。

❹フードバンク活動への寄贈
　すきとく市の商品は「NPO法人フードバンクとくしま」へ提供し
ています。生産者が直に店舗へ持ち込むもの以外の集荷所へ
持ち込まれた分で本部へ返品で戻ってくる商品のうち賞味期
限の比較的長いものを「NPO法人フードバンクとくしま」が
月2回取りに来られています。本部へ返品は毎日発生するので
毎日取りに来てもらいたいところですが、人手が足りないため現
状では月2回しか行われず、このため賞味期限の比較的長いも
のしか寄贈できていません。

本社所在地 〒771-0198 
 徳島市川内町加賀須野463番地15 
設立年月日 1958年7月24日 
代表取締役社長  埴渕 一夫 
資本金 96,000千円 
従業員数 1,923人（2016年2月現在、
 パート従業員含む）
売上高 388億円（2016年2月末）
事業内容 総合小売業（スーパーマーケット・専門店を
 経営する徳島県最大の流通グループ）
店舗数 49店舗（スーパーマーケット34店舗、
 専門店15店舗）
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2．倫理的消費（エシカル消費）
1 「はっぴぃエコプラザ」
　障害者の自立支援に役立つための社会貢献活動の一環
としてのサポート事業「はっぴぃエコプラザ」を2010年12月か
らスタートさせています。これはお客様、障害者福祉に取り組む
社会福祉法人やNPO法人、キョーエイの「三方よし」の仕組
みです。キョーエイ側が備品と場所を提供し、家庭から出る不
要品（リサイクル資源）を持ち込んでもらい、リサイクル資源の
収集、資源の有効活用とその売却金の全額が社会福祉法人
やNPO法人への収益金になるというものです。不要品の提供
者には特典として「エコプラザグリーン券」を進呈しています。
「エコプラザグリーン券」はキョーエイの店舗（グリーン券記載
店舗）で当日のみ使え、商品1点を10%割引しています。

2 すきとく市「パッキングシステム」
　すきとく市の生産者の多くがすきとく市に出荷する商品の袋
詰め、整理、シール貼りの作業が煩雑になって、人手を必要と
していました。そこで実験的に、山川店に集荷場と作業場をつく
り、授産施設から人に来てもらって、出荷する商品のパッキング
（袋詰め、整理、シール貼り）を有償で依頼しました（例えばほ
うれんそうのパッキングは１袋15円とかで）。生産者、障害者とも
に好評なので本格的に実施することになり、三加茂店でも展開
を検討しているところです。

3．食品の安全安心
　10年前に「安全安心室」を設立しました。他の食品スー
パーの多くは食品の安全安心検査を外注していますが、キョー
エイではできるだけ内製化することにしました。細菌検査、抜き取
り検査、調理場のチェックなどの一部は業者委託でしていると
ころもあります。こうした取り組みを始めたのは全国の食品スー
パー業界の中でも早い方で、徳島県内では最初でした。「安
全安心室」には管理栄養士を置いています。総菜部と合わせ
て9名が勤務していますが、管理栄養士の人数は食品スー
パー業界の中でも多い方です。

4．すきとく市
　「すきとく市」はキョーエイ店舗内に開設されたインストアー型
産直市です。生産者が精魂込めて作った農産物を自分で値
段をつけて、好きな量だけ出荷できる現代版楽市、楽座です。
キーワードは「三方良し」、地産地消、地域の地域による地域
のための経営をめざしています。
大きな特徴として、次の事項が挙げられます。
①市場流通ではないので、規格外サイズ商品や、少量のロット
でも販売可能
②自分が作った商品のこだわりをアピールできる
③既存ルート以外の販路拡大による収入UP
④朝採れ葉物は、鮮度抜群
⑤中間流通コストがないので、市場価格より安い
⑥生産者の顔が見えるので安全安心感がある
⑦安全安心を打ち出す事による集客力ＵＰ
　2007年4月21日にキョーエイ藍住店で始まった「すきとく市」
は今年9年目に突入します。県下10か所の集荷場から県内
34店舗へ配送しています。また2012年からは関西のスーパー
マーケットからも出荷依頼がきて、現在7社、51店舗に配送し
ています。登録している生産者管理団体は22団体、生産者は
1,800人を超えています。
　2017年の売上高は19億円を超える予想です。県内と県外
の売上規模はほぼ同じになりました。 
すきとく市は①販売者（スーパー）、②生産者、③生産者管理
団体、④消費者で構成されています。

❶販売者（スーパー）
　販売するものについて一定のルールがあります。自宅の畑
で収穫した農産物であること、葉物野菜は原則として朝採りの
ものであること、姿形にはこだわらず市場の規格外でもよいこ
と、ただし加工品については表示等が難しく知識が必要なた
め出荷ルール・審査に適合する出荷者のみしか扱いません。も
ちろんコンプライアンス遵守です。
　納品時と返品時の検品は行いません。
　販売委託料などとして売上の約15%程度を受け取ります。
　すきとく市が同じスーパー内の青果部門に及ぼす影響につ
いては、過去の実績から分析すると、目減りは2～5%程度に
留まり、すきとく市の売り上げ分でプラスになるため、全体とし
て青果の売上は4割増しになるケースもありました。

株式会社キョーエイ
瀬尾 光
常務取締役

株式会社キョーエイ
佐藤 浩
食品販売部
安全安心室室長

株式会社寶積運輸
浜田芳昭 
取締役業務部長

株式会社共通開発
小久見正人
すきとく市営業部長

●お話を伺った方 （々所属・役職は2017年3月末調査時）

株式会社キョーエイ

❷生産者

　値付けは指定場所に備えてある専用値付け機を利用して、
生産者自身が価格を決めます。
　出荷したい店舗に出せます。1店舗からでも出荷できます。ま
た出荷数も生産者自身が決めます。1個からでも出荷できます。
毎日出荷ではなくても生産者の都合で出荷できます。
　県内の店舗には直接納品できます。また、配送納品は県内
の10カ所の集荷場へ持ち込めます（川内TC（配送センター）
へ集められて各店舗へ配送、配送手数料として売上の約
10％がかかる）。
売上はレジ通過時点、売れた分だけが売上になります。売れる、
売れないは自己責任です。売れなかった商品は、生産者が各
自で引き上げます（配送納品分は川内TCへ集められます）。生
産者は売上の約70％が収入になります。

❸生産者管理団体

  生産者は生産者管理団体と出荷契約を結びます。
生産者管理団体は販売者（スーパー）と売買契約を
結びます。生産者管理団体が売上等の管理を行いま
す（販売者（スーパー）からの入金と生産者への出金な
どの業務）。生産者管理団体は売上の約5%を受け
取ります（管理料など）。
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2．倫理的消費（エシカル消費）
1 「はっぴぃエコプラザ」
　障害者の自立支援に役立つための社会貢献活動の一環
としてのサポート事業「はっぴぃエコプラザ」を2010年12月か
らスタートさせています。これはお客様、障害者福祉に取り組む
社会福祉法人やNPO法人、キョーエイの「三方よし」の仕組
みです。キョーエイ側が備品と場所を提供し、家庭から出る不
要品（リサイクル資源）を持ち込んでもらい、リサイクル資源の
収集、資源の有効活用とその売却金の全額が社会福祉法人
やNPO法人への収益金になるというものです。不要品の提供
者には特典として「エコプラザグリーン券」を進呈しています。
「エコプラザグリーン券」はキョーエイの店舗（グリーン券記載
店舗）で当日のみ使え、商品1点を10%割引しています。
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　販売委託料などとして売上の約15%程度を受け取ります。
　すきとく市が同じスーパー内の青果部門に及ぼす影響につ
いては、過去の実績から分析すると、目減りは2～5%程度に
留まり、すきとく市の売り上げ分でプラスになるため、全体とし
て青果の売上は4割増しになるケースもありました。
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　値付けは指定場所に備えてある専用値付け機を利用して、
生産者自身が価格を決めます。
　出荷したい店舗に出せます。1店舗からでも出荷できます。ま
た出荷数も生産者自身が決めます。1個からでも出荷できます。
毎日出荷ではなくても生産者の都合で出荷できます。
　県内の店舗には直接納品できます。また、配送納品は県内
の10カ所の集荷場へ持ち込めます（川内TC（配送センター）
へ集められて各店舗へ配送、配送手数料として売上の約
10％がかかる）。
売上はレジ通過時点、売れた分だけが売上になります。売れる、
売れないは自己責任です。売れなかった商品は、生産者が各
自で引き上げます（配送納品分は川内TCへ集められます）。生
産者は売上の約70％が収入になります。

❸生産者管理団体

  生産者は生産者管理団体と出荷契約を結びます。
生産者管理団体は販売者（スーパー）と売買契約を
結びます。生産者管理団体が売上等の管理を行いま
す（販売者（スーパー）からの入金と生産者への出金な
どの業務）。生産者管理団体は売上の約5%を受け
取ります（管理料など）。
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組合の概要
　徳島県内に消費生活協同組合法にもとづき「組合員の生
活の文化的経済的改善向上をはかる」ことを目的につくられた
消費者の組織です。
　とくしま生協の組合員数は112,259人（2016年度）、出資
金25億9,964万円（2016年度）、供給高は102億3,546万
円（2016年度）、供給高の内訳（2016年度）は班配送44億
8,145万円、個別配送40億1,564万円、店舗16億1,459万円、
夕食宅配1億2,378万円となっています。

1．倫理的消費（エシカル消費）
　環境や食と食料、人や社会への配慮を様々な形にしてきた
のがコープ商品です。商品を選択することで環境や社会への
貢献につながる取り組みを進めています。こうした取り組みは、
全国的な日本生活協同組合連合会のもとでそれぞれの生協

生活協同組合とくしま生協

が行っているものと、それぞれの生協やブロック単位の中四国
連合で行っているものがあります。
　とくしま生協では、エシカル消費を促すために、寄付付きの商
品、フェアトレード商品、環境配慮商品、被災地産品などの販
売、また地元産商品の販売などに取り組んでいます。

1 寄付付きの商品の販売
　寄付付きの商品については従来から日本生活協同組合連
合会のもとで取り組んできました。現在展開中のものは以下の
キャンペーン等です。

コープの洗剤環境寄付キャンペーン
　コープの洗剤環境寄付キャンペーンは、対象のコープの衣
料用洗剤を1点購入いただくごとに1円を寄付金として積み立
て、国内外の環境保護団体に寄付する取り組みです。とくし
ま生協は徳島県の「とくしま協働の森づくり事業」に寄付金を
贈っています。

CO・OP×レッドカップキャンペーン
　対象となるコープ商品を1点お買い上げいただくごとに1円
が国連WFPに寄付され、ガーナ共和国の子どもたちに学校
給食を届けるために使われます。日本生活協同組合連合会は、
このキャンペーンを2014年から開始しています。

CO・OPコアノンスマイルスクールプロジェクト
　コープのコアノンロール（トイレットペーパー）1パック購入に
つき1円をユニセフに寄付します。寄付金はアフリカのアンゴラ
共和国の学校づくりに役立てられています。

2 フェアトレード商品の販売
　発展途上国の農産物や製品などを、市場の価格で買い付
けるのではなく、農家の生活が成立つように考慮した「フェア＝
公正な価格」で継続的に輸入し消費する取り組みです。商品
を購入することで産地の生産環境や生活環境の向上につなが
り、国際支援にもなっています。例えばコープのコーヒーバック
炭焼きコーヒーでは、「最低価格の保証」がコーヒー価格の下
落で苦しんでいた、小規模農家の生活を助け、生産意欲の向
上につながっています。　

3 環境配慮商品の販売
　環境配慮商品については、エコマーク、有機JAS、MSC、
FSCなど、社会的に認知された外部基準を日本生協連CO・
OP商品の環境配慮商品基準として導入、商品の取り扱いを

行っています。エコマーク、有機JAS、MSC、FSCの基準をクリ
アし、それぞれの認証を取得した日本生協連の環境配慮商品
には、それぞれのマークをつけています。

4 被災地産品などの販売
　被災地の関連商品を、宅配事業、店舗事業で取り扱い
ました。

5 地元産商品の販売
　地産地消の取り組みとして、たまご、コンニャク、レンコン、米、
地元のこだわり生産者の商品販売を行っています。

2．環境問題への対応
　とくしま生協は、海と川と緑に囲まれたとくしま県内で、未来のこ
どもたちに豊かな徳島の自然を残すため、環境問題に組合員
やとくしま生協に関わるお取引様・様 な々団体とともに取り組んで
います。

〈とくしま生協の環境方針〉
●環境に配慮した商品の普及と地域の環境保全活動を推進
します。また、身近な地域の環境に関心をもっていただける活
動を推進します。
●マイバッグ運動の推進や牛乳パック・商品案内書等の回収
リサイクルを推進します。
●全事業所における電気や車両燃料の使用を事業内容に
見合ったレベルに削減し、温暖化対策を実施します。
●商品の管理水準を高めるとともに、商品の廃棄ロスを減らし、
廃棄物削減を実施します。

1 店舗での環境対策
　店頭にはペットボトルやトレー・牛乳パック・卵パックなどのリ
サイクルコーナーを設けて取り組んでいます。店舗照明は、環
境負荷の低減、環境保全の一環として天井蛍光灯のＬＥＤ化
を実施しました。コープ北島…2012年6月、コープ住吉…2011
年8月に設置。コープ北島はこれまでの活動が評価され、北島
町のリサイクル推進店に認定されました。

2 商品案内書等の回収リサイクル
　宅配事業では1日6トンもの量になる商品案内書・注文書など
を回収し、特例子会社「ハートフルコープとくしま」を通じてリサイ
クルしています。

所在地 〒771-0289 徳島県板野郡北島町
 中村字東堤ノ内３０－３ 
創立 1984年11月26日 
理事長 梶原 樹 
出資金 25億9,964万円（2016年度）
組合員数 112,259人（2016年度）
供給高 102億3,546万円（2016年度）
事業所 本部、4支所、物流センター、2店舗
正規職員数 128人（定時職員数 209人、2016年度）
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組合の概要
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夕食宅配1億2,378万円となっています。
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　環境や食と食料、人や社会への配慮を様々な形にしてきた
のがコープ商品です。商品を選択することで環境や社会への
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全国的な日本生活協同組合連合会のもとでそれぞれの生協
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が行っているものと、それぞれの生協やブロック単位の中四国
連合で行っているものがあります。
　とくしま生協では、エシカル消費を促すために、寄付付きの商
品、フェアトレード商品、環境配慮商品、被災地産品などの販
売、また地元産商品の販売などに取り組んでいます。

1 寄付付きの商品の販売
　寄付付きの商品については従来から日本生活協同組合連
合会のもとで取り組んできました。現在展開中のものは以下の
キャンペーン等です。

コープの洗剤環境寄付キャンペーン
　コープの洗剤環境寄付キャンペーンは、対象のコープの衣
料用洗剤を1点購入いただくごとに1円を寄付金として積み立
て、国内外の環境保護団体に寄付する取り組みです。とくし
ま生協は徳島県の「とくしま協働の森づくり事業」に寄付金を
贈っています。

CO・OP×レッドカップキャンペーン
　対象となるコープ商品を1点お買い上げいただくごとに1円
が国連WFPに寄付され、ガーナ共和国の子どもたちに学校
給食を届けるために使われます。日本生活協同組合連合会は、
このキャンペーンを2014年から開始しています。

CO・OPコアノンスマイルスクールプロジェクト
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ました。
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　地産地消の取り組みとして、たまご、コンニャク、レンコン、米、
地元のこだわり生産者の商品販売を行っています。

2．環境問題への対応
　とくしま生協は、海と川と緑に囲まれたとくしま県内で、未来のこ
どもたちに豊かな徳島の自然を残すため、環境問題に組合員
やとくしま生協に関わるお取引様・様 な々団体とともに取り組んで
います。

〈とくしま生協の環境方針〉
●環境に配慮した商品の普及と地域の環境保全活動を推進
します。また、身近な地域の環境に関心をもっていただける活
動を推進します。
●マイバッグ運動の推進や牛乳パック・商品案内書等の回収
リサイクルを推進します。
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所在地 〒771-0289 徳島県板野郡北島町
 中村字東堤ノ内３０－３ 
創立 1984年11月26日 
理事長 梶原 樹 
出資金 25億9,964万円（2016年度）
組合員数 112,259人（2016年度）
供給高 102億3,546万円（2016年度）
事業所 本部、4支所、物流センター、2店舗
正規職員数 128人（定時職員数 209人、2016年度）
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3 とくしま協働の森事業に参加
　徳島県が行う「とくしま協働の森」事業に参加しています。この
事業は、県内の未整備森林の整備に必要な経費を、県民や
企業が支援するもので、具体的には民間企業・団体が寄付金
を出し、そのお金に徳島県が上乗せをして、徳島森林づくり推
進機構が森林整備の経費として活用します。とくしま生協からの
寄付金は、主にコープ洗剤環境寄付金が充てられています。
　2012年佐那河内村の1.5haのヒノキの森の間伐に協力→
年間14.10トンのＣＯの削減を行うことができました。佐那河内
村で間伐事業に協力した場所には「とくしま生協の森」の看板
が設置されています。2014年神山町の8.9haのスギ・ヒノキの
森の間伐に協力→年間75.25トンのCO の削減を行うことがで
きました。「神山町でのCO 吸収量証明書」を徳島県知事より
いただきました。

4 太陽光発電
　2013年に既存の施設である板野町のとくしま生協物流セ
ンターの屋根を活用し、546kW（150W太陽電池モジュール
×3,640枚）の太陽光発電システムの設置工事が完了し、発
電・売電を開始しました。その後の増設分も合わせて年平均約
750MWh（一般家庭約130軒分の年間消費電気量に相当）
の電力を発電し、今後も環境負荷の低減、環境保全の取り組
みを推進していきます。

3．高齢化社会への対応
高齢者向け商品やサービスの強化
　高齢者世帯の増加、高齢者単身世帯の増加に伴って、調
理の手間を省きたい、少量でいいといった需要に応えるため、
夕食宅配を2011年から実施しています。低カロリー（ご飯付き
で一食500kcalを目安）、塩分控えめ(5g以下)の日替わり献立
で、1か月分のメニューを提示して利用してもらっています。現在
の利用者は一日平均1,100食となっています。宅配では電子
レンジ対応の商品を増やしています。
　また、店舗では年金支給日にあわせて高齢者に対して割引
価格で販売、宅配では2011年度から70歳以上の高齢者を
対象とした「個別配送」の手数料を半額にしています。

高齢者の見守り
　生協の宅配事業を利用し、県外在住のご家族がインター
ネット注文を利用し、商品をお届けすることで、見守り活動にも
繋がっています。
　2014年に徳島県と「高齢者等の見守り活動に関する協定」
を締結しました。2015年から県内市町村へ拡大し、2016年
12月には県内全市町村と高齢者の見守り協定を締結しました。
県内150台のトラックで日々 配送している生協の配送担当者は
日常業務の中で、ひとり暮らし高齢者などに関して異変を察知
した場合は、主には市町村の地域包括支援センター、状況に
より警察、消防などに連絡しています。

たすけあい活動
　組合員同士が、産前産後のご家庭や高齢者
の食事づくり、掃除、洗濯、買い物などのちょっとし
たお手伝いを行っています。有償による助け合い
の活動として1997年に「くらし助け合いの会」が
スタートしました。さらに発展させるために、徳島
市内においては「おたがいさま徳島」という仕組
みに移行しました。2016年度の利用者数は205
人、応援者は143人、活動回数は延べ2,331回、
4,272時間になっています。

4．障がい者に働く場を提供
　とくしま生協が100％出資して子会社を設立し、障がいのある
方に働く場を提供しています。この取り組みは全国での先進事
例となっており、視察見学者が多く訪れています。

株式会社ハートフルコープとくしま
　2012年3月に設立、特例子会社、資源ゴミの集積や加工、
販売などを主な事業としています。

株式会社ステップアップコープとくしま
　2013年12月に設立、就労継続支援Ａ型事業所、宅配商
品通い箱と付帯する備品(コンテナ、蓄冷材、シッパー)の洗浄
や商品包装袋のくくり作業、注文書入力作業などを主な事業
としています。

5．災害協定
　四国内の各生協間で災害協定を締結している他、徳島
県・鳥取県行政との協定と合わせて、鳥取県生協とも締結して
います。

6．食品ロス削減
1 家庭の食品ロス削減への支援
　無駄な買い物にならないよう、生協各店舗で生鮮野菜、鮮
魚、精肉などそれぞれのコーナーで並べている食材を使った料
理レシピを提案するなど、家庭でできる食品ロスの削減について
提案や呼びかけをするとともに、少量パック、小分け販売、食べ
切りサイズなどの提供を進めています。

2 流通過程で生じる食品ロス
　組合員からの注文販売がほとんどなので、流通過程におい
て食品ロスは基本的には生じないしくみになっています。

7．栄養成分表示等の活用
　一部の商品に特化して販促する場合には栄養成分表示等
をPRすることもあります（例として、妊婦の方に向けて、栄養成分
表示等）。
　宅配の「食材セット」については、栄養成分表示等の義務は
ありませんが、簡便調理食品として、材料に何が入っているか、
全体のカロリーはいくらかなどを表示しています。

とくしま生協
梶原 樹
理事長
　　

とくしま生協
石川達雄
企画部部長　

とくしま生協
細川尚光
理事長スタッフ　

●お話を伺った方 （々所属・役職は2017年3月末調査時）

生活協同組合とくしま生協
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生活協同組合とくしま生協
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企業の概要
　阿波銀行は地元徳島のみならず広く関西地区をも地盤とす
る地方銀行として、明治29年の創業以来120年の歴史を重ね
てきました。当行がこれまで培ってきた信用と伝統を守りつつ持
続的な成長を遂げるため、創業125周年に向けた新経営計画
「Sparkle 125th」を展開しています。「地域密着一等星銀行
へ」をテーマとして、当行の伝統的営業方針「永代取引」を卓
越したビジネスモデルに進化させ、地域・お客さまと成長してい
く良きパートナーをめざしています。
　当行には「永代取引」（目先の短期的な利益を求めるので
はなく世代を超えた息の長い取引を継続し、永続的な発展に
寄与していく）という伝統的な営業方針があり、今日まで実践して
きた銀行です。これは単にお客さまとの甘い取引関係を意味す
るのではなく、時には問題点を指摘し、辛口の苦言を呈すること
もあるというものです。

株式会社阿波銀行

●お客さまからの高い支持 
　2016年3月末現在における当行の徳島県内シェアは、貸出
金46.19％預金38.38％と共に高いシェアを有しています。 
●関東・関西へも積極的に展開 
　このように地元徳島の発展をめざす一方で、古くから東京・
大阪など徳島県外にも積極的に事業展開しています。2007年
3月には中小企業向け融資営業に特化する南大阪支店（大
阪市阿倍野区）を新設し、関西地区では9店舗と営業基盤を
より一層強化しました。これは関西地区が本拠の地方銀行以
外では、最大の店舗数となっています。また2011年5月には東
京城北支店（東京都北区）、2015年7月には、横浜法人営業
部（神奈川県横浜市）を支店へ昇格し、東京地区での営業
体制も強化しています。 
●徹底したリレーションシップバンキング 
　当行は県外店舗においても、どのような金融環境の変化にも
「Face to Face」によるお客さまとの信頼関係構築に徹した営
業を貫き、高い存在感を示しています。

1．振り込め詐欺を始めとする
   特殊詐欺未然防止
　阿波銀行ではお客さまを詐欺被害から守り、当行の金融機
能が犯罪に利用されることを防止するため、「振り込め詐欺を
始めとする特殊詐欺未然防止のための対応マニュアル」を作
成しています。このマニユアルは、未然防止のための声かけなど
において、お客さまとのコミュニケーションにおける留意点を具
体的に提示し、お客さまとの会話をどうスムーズに行っていくかを
テーマに、警視庁作成の「科捜研メソッド」を基に当行の状況
を踏まえて作成したものです。
　特殊詐欺被害の未然防止を徹底するため、ご高齢のお客さ
まから窓口にて高額現金のお引き出しを受けた際、警察からの
要請であることを伝えて「声かけ」を徹底し、さらに、アンケートを
活用した資金使途等の確認に加え、必要に応じてお振込や自
己宛小切手のご利用を提案しています。また、ATM利用のお
客さまの態度に不審な点を感じた場合も積極的に「声かけ」を
行い、携帯電話をかけながらATM操作をしているお客さまには
特に注意しています。
　特殊詐欺の可能性が払拭できない場合は、警察の要請で
あることをお客さまに伝えて110番通報し警察官の臨場を要請
しています。また、お客さまから不審な電話に対する相談があれ
ば、「警察、銀行協会、銀行等が電話で、あなたの情報が漏れ
ていると言ったり、口座の有無を尋ねることは絶対にない」ことを
説明し、警察へ届出を依頼しています。

2．安心してご利用いただくために
　全てのお客さまに安心してご利用いただくために、バリアフ
リーに向けた対応・店舗づくりを進めており、視覚に障がいの
あるお客さまにもご利用いただける音声案内ATMを、店舗内
ATMのある全店に設置しています。
　また、認知症サポーター養成研修を定期的に開催するほか、
サービスケアアテンダント資格の取得を推進しています。

3．金融経済教育
1 あわぎん子ども金融教室
　子どもたちにお金の大切さや管理の仕方・役割等、正しい金
銭感覚を身に付けてもらうため、2006年７月から、徳島県内の
小学校で金融知力普及協会認定インストラクター資格を取得
した当行職員が教壇に立つ「あわぎん子ども金融教室」を実
施しています。

2 「エコノミクス甲子園」徳島大会
　高校生が金融経済に関する知識を早押しクイズやボードク
イズなどで競う、全国高校生金融経済クイズ選手権「エコノミ
クス甲子園」徳島大会が2010年12月から毎年開催されてい
ます。高校生に楽しみながら金融経済について学んでもらうきっ
かけづくりとして、徳島大会を当行が主催しています。

4．お客さま満足度向上に
向けた取組み
　「お客さま第一」の経営方針を実践するため、お客さまから
お寄せいただいたご意見・ご要望をもとにサービスの改善に取
組んでいます。
　お客さまの「声」は、営業店窓口、お客さまサポートセンター、
お客さまご意見カード、お客さま満足度アンケートなどで収集し
ています。

❶営業店窓口
　お客さまからいただいたご意見やご要望を、「お客さまの声シ
ステム」に登録しています。

❷お客さまサポートセンター
　お客さまからいただいたご意見やご要望を、直接お電話でお
うかがいしています。

本店所在地 徳島市西船場町二丁目24番地の1 
事業内容 普通銀行業務 
設立 1896（明治29）年6月19日 
資本金 234億5,200万円 
従業員数 1,315名（2016年3
代表者 頭取 長岡 奨  
事業所 99店舗
 80、東京4、神奈川1、大阪6、
 兵庫3、岡山1、香川2、愛媛1、高知1）
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企業の概要
　阿波銀行は地元徳島のみならず広く関西地区をも地盤とす
る地方銀行として、明治29年の創業以来120年の歴史を重ね
てきました。当行がこれまで培ってきた信用と伝統を守りつつ持
続的な成長を遂げるため、創業125周年に向けた新経営計画
「Sparkle 125th」を展開しています。「地域密着一等星銀行
へ」をテーマとして、当行の伝統的営業方針「永代取引」を卓
越したビジネスモデルに進化させ、地域・お客さまと成長してい
く良きパートナーをめざしています。
　当行には「永代取引」（目先の短期的な利益を求めるので
はなく世代を超えた息の長い取引を継続し、永続的な発展に
寄与していく）という伝統的な営業方針があり、今日まで実践して
きた銀行です。これは単にお客さまとの甘い取引関係を意味す
るのではなく、時には問題点を指摘し、辛口の苦言を呈すること
もあるというものです。

株式会社阿波銀行

●お客さまからの高い支持 
　2016年3月末現在における当行の徳島県内シェアは、貸出
金46.19％預金38.38％と共に高いシェアを有しています。 
●関東・関西へも積極的に展開 
　このように地元徳島の発展をめざす一方で、古くから東京・
大阪など徳島県外にも積極的に事業展開しています。2007年
3月には中小企業向け融資営業に特化する南大阪支店（大
阪市阿倍野区）を新設し、関西地区では9店舗と営業基盤を
より一層強化しました。これは関西地区が本拠の地方銀行以
外では、最大の店舗数となっています。また2011年5月には東
京城北支店（東京都北区）、2015年7月には、横浜法人営業
部（神奈川県横浜市）を支店へ昇格し、東京地区での営業
体制も強化しています。 
●徹底したリレーションシップバンキング 
　当行は県外店舗においても、どのような金融環境の変化にも
「Face to Face」によるお客さまとの信頼関係構築に徹した営
業を貫き、高い存在感を示しています。

1．振り込め詐欺を始めとする
   特殊詐欺未然防止
　阿波銀行ではお客さまを詐欺被害から守り、当行の金融機
能が犯罪に利用されることを防止するため、「振り込め詐欺を
始めとする特殊詐欺未然防止のための対応マニュアル」を作
成しています。このマニユアルは、未然防止のための声かけなど
において、お客さまとのコミュニケーションにおける留意点を具
体的に提示し、お客さまとの会話をどうスムーズに行っていくかを
テーマに、警視庁作成の「科捜研メソッド」を基に当行の状況
を踏まえて作成したものです。
　特殊詐欺被害の未然防止を徹底するため、ご高齢のお客さ
まから窓口にて高額現金のお引き出しを受けた際、警察からの
要請であることを伝えて「声かけ」を徹底し、さらに、アンケートを
活用した資金使途等の確認に加え、必要に応じてお振込や自
己宛小切手のご利用を提案しています。また、ATM利用のお
客さまの態度に不審な点を感じた場合も積極的に「声かけ」を
行い、携帯電話をかけながらATM操作をしているお客さまには
特に注意しています。
　特殊詐欺の可能性が払拭できない場合は、警察の要請で
あることをお客さまに伝えて110番通報し警察官の臨場を要請
しています。また、お客さまから不審な電話に対する相談があれ
ば、「警察、銀行協会、銀行等が電話で、あなたの情報が漏れ
ていると言ったり、口座の有無を尋ねることは絶対にない」ことを
説明し、警察へ届出を依頼しています。

2．安心してご利用いただくために
　全てのお客さまに安心してご利用いただくために、バリアフ
リーに向けた対応・店舗づくりを進めており、視覚に障がいの
あるお客さまにもご利用いただける音声案内ATMを、店舗内
ATMのある全店に設置しています。
　また、認知症サポーター養成研修を定期的に開催するほか、
サービスケアアテンダント資格の取得を推進しています。

3．金融経済教育
1 あわぎん子ども金融教室
　子どもたちにお金の大切さや管理の仕方・役割等、正しい金
銭感覚を身に付けてもらうため、2006年７月から、徳島県内の
小学校で金融知力普及協会認定インストラクター資格を取得
した当行職員が教壇に立つ「あわぎん子ども金融教室」を実
施しています。

2 「エコノミクス甲子園」徳島大会
　高校生が金融経済に関する知識を早押しクイズやボードク
イズなどで競う、全国高校生金融経済クイズ選手権「エコノミ
クス甲子園」徳島大会が2010年12月から毎年開催されてい
ます。高校生に楽しみながら金融経済について学んでもらうきっ
かけづくりとして、徳島大会を当行が主催しています。

4．お客さま満足度向上に
向けた取組み
　「お客さま第一」の経営方針を実践するため、お客さまから
お寄せいただいたご意見・ご要望をもとにサービスの改善に取
組んでいます。
　お客さまの「声」は、営業店窓口、お客さまサポートセンター、
お客さまご意見カード、お客さま満足度アンケートなどで収集し
ています。

❶営業店窓口
　お客さまからいただいたご意見やご要望を、「お客さまの声シ
ステム」に登録しています。

❷お客さまサポートセンター
　お客さまからいただいたご意見やご要望を、直接お電話でお
うかがいしています。

本店所在地 徳島市西船場町二丁目24番地の1 
事業内容 普通銀行業務 
設立 1896（明治29）年6月19日 
資本金 234億5,200万円 
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❸お客さまご意見カード
　店頭やATMコーナーにカードを備え付け、お客さまにご意見
やご要望をご記入いただくものです。

❹お客さま満足度アンケート
　当行とお取引をいただいているお客さまのうち、任意の方に
アンケートをお送りし、ご意見等をうかがうもので、2016年12
月に実施したお客さま満足度アンケートでは、法人約2,000先、
個人約3,000先へダイレクトメールを発送しました。

　さらに、外部調査機関によるCIS（お客さま感動満足）
モニタリングを実施しており、店舗に調査員が架電と訪問を
行って、職員に相談し職員の接客姿勢、商品提案力などを評
価しています。

　また、「お客さまの声システム」および「お客さまご意見
カード」からの「お客さまの声」を抜粋して「お客さまの声」事例
集を発行し活用するとともに、お客さまからいただいたご意見や
ご要望については関係部署で協議を行い、改善策の実施へ
つなげています。

5．地域貢献活動
　当行は、行是「堅実経営」のもと、経営方針の一つに「地域
への貢献」を掲げており、地域のみなさまとともに歩み、発展して
いくことをめざしています。

1 地方創生への積極的な取組み
　当行は、地域のリーディングバンクとして「地方創生」に積極
的に取組んでいます。徳島県および県下市町村で地方版総
合戦略が策定されました。当行ではこの地方版総合戦略へ積
極的に参画し、情報提供・分析・提案および支援を行うことで、
「しごと」「ひと」「子育て」の好循環による「まち」の活性化につ
なげ、地域の持続的成長に貢献していきます。当行は2016年2
月に徳島県と「地方版総合戦略」の推進に係わる連携協定を
締結するとともに、その他の県下市町村とも同様の連携協定を
締結しました。
　当行と阿波銀コンサルティング（株）、（株）地域経済活性
化支援機構およびREVICキャピタル（株）が共同出資し、「あ
わぎん地方創生投資事業有限責任組合（あわぎん地方創生
ファンド）」を組成しました。当ファンドは徳島県を中心とする地
域を対象に、創業や新規事業展開または独自性があり今後成
長が見込まれる事業へ直接投資を行います。

2 120周年記念私募債「こども応援債」
　当行が受取る私募債発行手数料の一部で図書やスポー
ツ用品等を購入し、発行企業に指定いただいた徳島県内の
学校や公立図書館等へ寄贈するものです。当行は私募債発
行を通じて地域社会に貢献できる仕組みを提供することで、発
行企業とともに次世代を担う子どもたちの健やかな成長を応援
し、地域社会の発展に取組んでいます。

3 阿波銀行少年スポーツ大会
　徳島の将来を担う子ども達に、スポーツを通して健全な肉体
と精神を育んでもらうため、小学生軟式野球選手権大会、少
年サッカー選手権大会、ジュニアソフトテニス大会、ミニバス
ケットボール選手権大会を毎年開催しています。

4 科学体験フェスティバル
　スポーツ大会同様、徳島の未来を担う子ども達に、科学の楽
しさを知ってもらうため、四国電力徳島支店との協賛により、徳
島大学工学部において「科学体験フェスティバル」を開催して
います。当行も科学体験ブースを出展しています。

5 アドプトプログラム「うちの土手」
   「分家うちの土手」清掃活動
　当行は、1999年7月に、吉野川大橋から西へ600mの南岸、
2003年8月には吉野川支流の穴吹川河口周辺600ｍを担当
区域としてアドプト（養子縁組）いたしました。アドプトプログラムと
は清掃ボランティア活動のことで、当行では、この区間を「うちの

お客さま感動満足の創造をめざして
これからも地域とお客さまの良き「パートナー」となれるよう、
お客さまの声を経営に活かす仕組みづくりを実践していきます。

「お客さまの声」の収集

あわぎんお客さまサポートセンター営業店窓口

「お客さまの声」の集約・対応検討

お客さま満足度アンケートお客さまご意見カード

「お客さまの声」を活かす仕組み

「お客さまの声」を踏まえた取組み

「お客さま第一」の実践商品・サービスの品質向上

土手」「分家うちの土手」と命名し、清掃・美化活動に取り組ん
でいます。

6 「小さな親切」運動
　当行は、「小さな親切」運動の徳島県本部事務局を務めると
ともに、全行員が「小さな親切」運動に入会しています。今年も
日本列島クリーン大作戦やコスモスの種子の配布などさまざま
な行事に積極的に参加し、ボランティアの輪を広げています。

7 地域行事への参加
　当行は、ふるさととともに歩む銀行として、地域のみなさまとの暖
かいコミュニケーションを大切にしたいと考え、地域の行事や催
し物にも積極的に参加・協力しています。郷土徳島の夏を彩る
「阿波踊り」には、いつも元気な「あわぎん連」の姿があります。

8 （公財）阿波銀福祉基金
　1976年9月の基金設立以来、徳島県内の児童福祉施設
や保育園、あるいはお年寄りや身体障がい者の福祉施設・団
体に備品や教材を寄付するなど、幅広く助成活動を続けていま
す。

9 （公財）阿波銀行学術・文化振興財団　
　1995年1月の財団設立以来、徳島県内における優れた学
術研究・文化活動に助成・協力しています。地元の産業・学術・
文化の発展や振興に貢献することにより、徳島県の豊かさを現
出できるような地域づくりを進めています。

株式会社阿波銀行
里 正彦
営業推進部副部長

●お話を伺った方（所属・役職は2017年3月末調査時）

株式会社阿波銀行
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❸お客さまご意見カード
　店頭やATMコーナーにカードを備え付け、お客さまにご意見
やご要望をご記入いただくものです。

❹お客さま満足度アンケート
　当行とお取引をいただいているお客さまのうち、任意の方に
アンケートをお送りし、ご意見等をうかがうもので、2016年12
月に実施したお客さま満足度アンケートでは、法人約2,000先、
個人約3,000先へダイレクトメールを発送しました。

　さらに、外部調査機関によるCIS（お客さま感動満足）
モニタリングを実施しており、店舗に調査員が架電と訪問を
行って、職員に相談し職員の接客姿勢、商品提案力などを評
価しています。

　また、「お客さまの声システム」および「お客さまご意見
カード」からの「お客さまの声」を抜粋して「お客さまの声」事例
集を発行し活用するとともに、お客さまからいただいたご意見や
ご要望については関係部署で協議を行い、改善策の実施へ
つなげています。

5．地域貢献活動
　当行は、行是「堅実経営」のもと、経営方針の一つに「地域
への貢献」を掲げており、地域のみなさまとともに歩み、発展して
いくことをめざしています。

1 地方創生への積極的な取組み
　当行は、地域のリーディングバンクとして「地方創生」に積極
的に取組んでいます。徳島県および県下市町村で地方版総
合戦略が策定されました。当行ではこの地方版総合戦略へ積
極的に参画し、情報提供・分析・提案および支援を行うことで、
「しごと」「ひと」「子育て」の好循環による「まち」の活性化につ
なげ、地域の持続的成長に貢献していきます。当行は2016年2
月に徳島県と「地方版総合戦略」の推進に係わる連携協定を
締結するとともに、その他の県下市町村とも同様の連携協定を
締結しました。
　当行と阿波銀コンサルティング（株）、（株）地域経済活性
化支援機構およびREVICキャピタル（株）が共同出資し、「あ
わぎん地方創生投資事業有限責任組合（あわぎん地方創生
ファンド）」を組成しました。当ファンドは徳島県を中心とする地
域を対象に、創業や新規事業展開または独自性があり今後成
長が見込まれる事業へ直接投資を行います。

2 120周年記念私募債「こども応援債」
　当行が受取る私募債発行手数料の一部で図書やスポー
ツ用品等を購入し、発行企業に指定いただいた徳島県内の
学校や公立図書館等へ寄贈するものです。当行は私募債発
行を通じて地域社会に貢献できる仕組みを提供することで、発
行企業とともに次世代を担う子どもたちの健やかな成長を応援
し、地域社会の発展に取組んでいます。

3 阿波銀行少年スポーツ大会
　徳島の将来を担う子ども達に、スポーツを通して健全な肉体
と精神を育んでもらうため、小学生軟式野球選手権大会、少
年サッカー選手権大会、ジュニアソフトテニス大会、ミニバス
ケットボール選手権大会を毎年開催しています。

4 科学体験フェスティバル
　スポーツ大会同様、徳島の未来を担う子ども達に、科学の楽
しさを知ってもらうため、四国電力徳島支店との協賛により、徳
島大学工学部において「科学体験フェスティバル」を開催して
います。当行も科学体験ブースを出展しています。

5 アドプトプログラム「うちの土手」
   「分家うちの土手」清掃活動
　当行は、1999年7月に、吉野川大橋から西へ600mの南岸、
2003年8月には吉野川支流の穴吹川河口周辺600ｍを担当
区域としてアドプト（養子縁組）いたしました。アドプトプログラムと
は清掃ボランティア活動のことで、当行では、この区間を「うちの

お客さま感動満足の創造をめざして
これからも地域とお客さまの良き「パートナー」となれるよう、
お客さまの声を経営に活かす仕組みづくりを実践していきます。

「お客さまの声」の収集

あわぎんお客さまサポートセンター営業店窓口

「お客さまの声」の集約・対応検討

お客さま満足度アンケートお客さまご意見カード

「お客さまの声」を活かす仕組み

「お客さまの声」を踏まえた取組み

「お客さま第一」の実践商品・サービスの品質向上

土手」「分家うちの土手」と命名し、清掃・美化活動に取り組ん
でいます。

6 「小さな親切」運動
　当行は、「小さな親切」運動の徳島県本部事務局を務めると
ともに、全行員が「小さな親切」運動に入会しています。今年も
日本列島クリーン大作戦やコスモスの種子の配布などさまざま
な行事に積極的に参加し、ボランティアの輪を広げています。

7 地域行事への参加
　当行は、ふるさととともに歩む銀行として、地域のみなさまとの暖
かいコミュニケーションを大切にしたいと考え、地域の行事や催
し物にも積極的に参加・協力しています。郷土徳島の夏を彩る
「阿波踊り」には、いつも元気な「あわぎん連」の姿があります。

8 （公財）阿波銀福祉基金
　1976年9月の基金設立以来、徳島県内の児童福祉施設
や保育園、あるいはお年寄りや身体障がい者の福祉施設・団
体に備品や教材を寄付するなど、幅広く助成活動を続けていま
す。

9 （公財）阿波銀行学術・文化振興財団　
　1995年1月の財団設立以来、徳島県内における優れた学
術研究・文化活動に助成・協力しています。地元の産業・学術・
文化の発展や振興に貢献することにより、徳島県の豊かさを現
出できるような地域づくりを進めています。

株式会社阿波銀行
里 正彦
営業推進部副部長

●お話を伺った方（所属・役職は2017年3月末調査時）

株式会社阿波銀行


